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第２編 風水害対策 

 

第１章 総則 

 

 

第１節 計画の目的 

 

  この計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、多久市防災会議が作成する多久市地域防災計

画の一部を構成するものであって、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地すべり、土石流、がけ崩れ等による風

水害に対処するための総合的な計画であり、防災関係機関が、この計画に基づく風水害に係る災害予防、

災害応急対策及び災害復旧・復興を実施することにより、市土並びに市民の生命、身体及び財産を風水

害から保護し、被害を軽減することを目的とする。 

 

 

 

第２節 これまでの風水害被害 

 

  本市は、その自然的、社会的環境から、これまで大雨、暴風雨、地すべり等による風水害の被害を数

多く受けてきた。 

  その主なものの特徴は、次のとおりである。 

 

 １ 大雨 

   本市で発生する自然災害のうち、その大半は大雨によるものである。 

   大雨の原因を分類すると前線、低気圧、台風の順である。 

   日降雨量１００ｍｍ以上の大雨は、５月から７月の梅雨中心とした時期に最も多く、この３ケ月で

年間のおおむね半分以上の降雨量を占めている。次いで、８月、９月の台風シ－ズンの順となってい

る。 

   日降雨量２００ｍｍ以上の大雨や１時間降水量５０ｍｍ以上の非常に激しい雨は、梅雨時期に多い。 

   大雨の降り方は、 

    ① 短時間（１～３時間）に集中して降る 

    ② 長時間降り続いた結果、降水量が多くなる 

    ③ 長時間降り続く中で、短時間に集中して降る 

   などに分けられるが、このうち③の降り方は、特に大きな被害を引き起こすことがある。 

 

 ２ 台風による暴風雨 

   本市は、台風が来襲する頻度が高い。 

   台風が市に接近する時期は、６月から１０月で、そのうち８月が最も多い。その経路は、九州の東

岸や東海上を北上したものと九州の西岸や西海上を北上したものが最も多い。 

   台風は、熱帯地方から暖かい湿った空気を運んで、大雨を降らせる。台風に伴う大雨は、台風の経

路や勢力（大きさ、強さ）、九州付近に前線が停滞しているか等の条件によって雨の降り方が異なる

ので、注意が必要である。特に、九州付近に前線が停滞していると、台風が南の海上にある頃から、

強い雨が降り出すことが多い。 
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   台風の風速は、台風の中心から５０～１５０ｋｍ付近が最も強い。本市では、地形などの条件で中

心から離れていても強風の影響を受けやすく、過去においてたびたび被害を受けている。個々の台風

についての風速分布は一様でなく、中心からかなり離れているところでも、強い風が吹く場合もある。 

   風圧は、風速の２乗に比例しており、風速が２倍、３倍になると、その風圧は４倍、９倍と飛躍的

に大きくなる。 

   強風は、飛散物による人的被害にとどまらず建造物、樹木等を直接破壊するだけではなく、火災の

延焼等を誘発する。 

 

 ３ 地すべり等 

   本市は、３分の２が山地であり、地質的には第三紀層を主軸として、花こう岩、玄武岩、安山岩、

沖積層から生成されており、花こう岩や玄武岩など崩れやすい土質となっている。また、第三紀層と

安山岩、玄武岩の間では地すべりが起こりやすく、このため、大雨、豪雨時には土石流、急傾斜地崩

壊、地すべり等が起こりやすい。 

   また、本市は旧産炭地で、市内にボタ山が数個所あり、防災工事は行われているものの、大雨・豪

雨時には地すべり等が起こりやすい。 

 

４ 大雪 

佐賀県の大雪は冬型気圧配置（季節風）によるものと、台湾近海で発生した低気圧が九州の南岸付

近を発達しながら東進するものに大別される。 

一般に積雪１０cm 以上になると大雪の災害が出はじめ、３０cm 以上になると大きな災害が発生し

ている。 

 昭和３８年１月～２月には、大陸より東進する低気圧が連続的に日本海に入り、又は日本海に発生

し、これらの低気圧に吹き込む強い北西の季節風は、大陸から次々に新しい寒気を南下させ、九州地

方はもとより、北海道を除いて全国的に記録的な低温と大雪が続いた。 

この大雪で、農林水産業の推定被害額が２３億円にものぼるとともに、県内商業の売上高が平年比

３４億円減と見込まれるなど中小企業の経営にも大きな支障が生じた。 

昭和４３年２月１４日から１５日には、九州南岸低気圧によって、佐賀県では７０年ぶりといわれ

る大雪になった。台湾近海に発生した低気圧は北東に進み、１５日午前９時には中心気圧が台風並の

９８２hpaに発達して九州南岸に達し、本州南岸沿いに進んだ。 

佐賀県では、低気圧が奄美大島の西海上に達した１４日の午後１０時から雨が雪に変わり、その後

１４時間にわたって雪が降り続き、積雪は平野部で５～２０cm、山沿い地方では３０cmを超えた。特

に脊振、天山、多良の各山間部では１ｍを超える大雪に見舞われた。 

このため、農産部門では、県内茶園の９０％、ハウス関係の野菜は全面積の７３％、みかん栽培の

１７％が被害を受け、その他電話線の不通、バスの運休等、被害額は５９億円以上にのぼった。 

また、平成２８年１月２４日から２５日にかけては、県内各地で大雪となり、佐賀（佐賀市駅前中

央）で７cmの積雪を観測し、川副（佐賀空港）で１１cm、伊万里でも１０cmの積雪を観測した。 

２５日も冬型の気圧配置と気温の低い状態が続き、日最低気温が観測開始以来最低となったところ

があった。白石では午前１時４８分に１９７７年の観測開始以来最低となる氷点下9.6度を、川副で

は午前１時２８分に２００３年の観測開始以来最低となる氷点下9.5度を観測した。また、佐賀でも

氷点下6.6度（観測史上２位）を観測した。大雪や低温の影響で高速道路や山間部の路線などが通行

止めになったほか、鉄道・船舶・空の便の運休・遅延などの交通障害や車のスリップ事故が発生した。

低温の影響で県内各地において水道管損傷などにより、約18,000世帯が断水し、唐津市と伊万里市へ

自衛隊の災害派遣要請が行われた。多久市でも水道管損傷などが相次いだ。 
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 第３節 計画の前提 

 

 この計画の前提は、次に示すとおりとする。 

 

 １ 豪雨・大雨（洪水） 

 昭和２４年、２８年、平成２年、令和元年、令和３年の記録的な豪雨災害は、今後も発生すること

を予想する。 

 

 ２ 台風 

 台風常襲地帯としての立地的な条件から、暴風雨による影響を毎年受けることを予想する。 

 

 ３ 地すべり等 

 大惨状をきわめる地すべり、山崩れ等の災害は、今後発生することを予想する。 

 

 ４ 大雪 

 昭和３８年１月、昭和４３年２月、平成２８年１月の大雪程度のものが、今後発生することを予想

する。 
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第２章 災害予防対策計画 

 

 

第１節 安全・安心な市土づくり 

 

市、県及びその他の防災関係機関は、以下の施設等整備や対策の推進等を図るものとし、計画を上回

る災害が発生しても、施設等の効果が粘り強く発揮できるようにするものとする。 

また、老朽化した社会資本について、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努

めるものとする。 

市、県は、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクと取るべき避難行動等

についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、住

民主体の取組を支援・強化することにより、社会全体としての防災意識の向上を図るものとする。 

また、市、県は令和元年からわずか２年の間に、同じ地域に内水氾濫被害が発生したことを受け、内

水氾濫軽減のための対策や、内水状況の把握を進めていく。 

市、県は、治水・防災・まちづくり・建築を担当する各部局の連携の下、有識者の意見を踏まえ、豪

雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討するものとする。また、市、県は、前

述の評価を踏まえ、防災・減災目標を設定するよう努めるものとする。 

市及び県は、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づき管内の既存盛土等に関する調査等を実施し、必

要に応じ、把握した盛土等について安全性把握のための詳細調査や経過観察等を行うものとする。また、

これらを踏まえ、危険が確認された盛土等について、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律

第 191 号）などの各法令に基づき、速やかに撤去命令等の行政処分等の盛土等に伴う災害を防止するた

めに必要な措置を行うものとする。また、県は、当該盛土について、対策が完了するまでの間に、市に

おいて地域防災計画や避難情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適切な助言や支援を行

うものとする。 

県及び市町は、アンダーパス等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等を推進

する。また、渡河部の道路橋や河川に隣接する道路の流失により、被災地の孤立が長期化しないよう、

洗堀防止や橋梁の架け替え燈の対策を推進するものとする。 

 

第１項 市土保全施設の整備 

 

  １ 地盤災害防止施設等の整備 

   (１) 治山施設の整備 

    ア 森林整備保全事業の推進 

      本市は、市土の３分の２が森林で占められ、市土の保全上森林の役割は大きい。そのため、

森林の整備・保全を通じて、豪雨・暴風雨等に起因する山地災害から市土を保全し、安全で住

み良い 市土づくりを目指して、積極的に治山施設の整備等のハード対策と、山地災害危険地

区に係る監視体制の強化、情報提供等のソフト対策を一体的に推進する。 

      特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕捉式治山ダムの設置や間伐等

の森林整備などの対策を推進する。 

      また、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策などを複合的に組み合わせ

た治山対策を推進するとともに、住民等と連携した山地災害危険地区等の定期点検等を実施す

るものとする。 

  イ 山地災害危険箇所の点検 

 市、県は、山地災害を未然に防止するため、梅雨期・台風期前には、危険な地区を中心に点

検を行うものとする。 

  ウ 山地災害危険箇所の周知等 
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 市、県は、山地災害危険箇所について地域住民に周知する。また風水害時における迅速な情

報伝達体制の整備に努める。 

   (２) 砂防施設の整備 

ア 砂防事業の推進 

 市、県は、豪雨・暴風雨等に伴う土砂の流出による被害を防止するため、砂防施設の整備を

推進する。 

 特に、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、土砂・流木捕捉効果の高い

透過型砂防堰堤等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾濫による被害の危険性が高い河川

において、砂防堰堤、遊砂地等の整備を実施する。 

    イ 砂防指定地の点検 

 市、県は、土砂災害を未然に防止するため、梅雨期・台風期前には、危険な地区を中心に点

検を行うものとする。 

ウ 土石流危険渓流の周知 

 市、県は、土石流発生の危険性が高い渓流について、地域住民に周知を図るとともに、風水

害時における迅速な情報伝達体制の整備に努める。 

   (３) 地すべり防止施設の整備 

ア 地すべり防止事業の推進 

 市、県は、豪雨・暴風雨等に伴う地すべりによる被害を防止するため、地すべり防止施設の

整備に努める。 

イ 地すべり防止区域の点検 

 市、県は、地すべり災害を未然に防止するため、梅雨期・台風期前には、地すべり防止区域

の点検を実施する。 

ウ 地すべり防止区域の周知等 

 市、県は、地すべり防止区域について、地域住民に周知を図る。また風水害時における迅速

な情報伝達体制の整備に努める。 

   (４) 急傾斜地崩壊防止施設の整備 

ア 急傾斜地崩壊防止事業の推進 

 市、県は、豪雨・暴風雨等に伴う急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、急傾斜地崩壊

防止施設の整備に努める。 

イ 急傾斜地崩壊危険区域の点検 

市、県は、急傾斜地崩壊による災害を未然に防止するため、梅雨期・台風期前には、急傾斜

地崩壊危険区域の点検を実施する。 

ウ 急傾斜地崩壊危険区域の周知等 

 市、県は、急傾斜地崩壊危険区域について、地域住民に周知を図る。また風水害時における

迅速な情報伝達体制の整備に努める。 

 

【主な事業の内訳】 

事 業 名 事 業 内 容 事業主体 

急傾斜地崩壊防止事業 急傾斜地崩壊危険区域における擁壁工など 県・市 

 

（５） 土砂災害のソフト対策 

ア 基礎調査 

県は、おおむね５年ごとに、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定その他土砂

災害の防止のための対策に必要な基礎調査として、急傾斜地の崩壊等のおそれのある土地に関



 18 

する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害の発生のおそれがある土地の利用の状況その他の

事項に関する基礎調査を実施し、その結果を公表するものとする。 

イ 土砂災害警戒区域の指定等 

      県は、土砂災害（土石流、地すべり、がけ崩れ）が発生した場合には市民等の生命又は及び

身体に危害が生ずる恐れがあると認められる区域で、当該区域における土砂災害を防止するた

めに警戒避難体制を特に整備すべき区域を土砂災害警戒区域として、土砂災害警戒区域のうち、

土砂災害が発生した場合には市民等の生命又は身体に著しい危害が生ずる恐れがある区域で

一定の開発行為の制限等をすべき区域を土砂災害特別警戒区域として、市長の意見を聞いて指

定し、土砂災害特別警戒区域については、次の措置を講じるものとする。 

        ※土砂災害警戒区域については、資料編に記載 

    ウ 土砂災害警戒情報等の確保 

      市長が防災活動や住民等への避難指示等の対応を適時適切に行えるよう支援するとともに、

住民自らの避難の判断等にも参考となるよう、国と県は次の情報を発表する。 

      これらの情報を、県は、一斉指令システム等により市町へ伝達する。 

      市は、関係機関の協力を得ながら、防災無線や広報車、携帯電話の緊急速報メール（株式会

社ＮＴＴドコモが提供するエリアメール、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社及び楽天

モバイル株式会社が提供する緊急速報メール等をいう。以下同じ。）などあらゆる手段を活用

し、住民に対し迅速かつ的確に伝達する。 

① 土砂災害警戒情報 

大雨による土砂災害の危険度が高まった場合、佐賀地方気象台及び県は共同して土砂災害

警戒情報を発表する。 

② 土砂災害緊急情報 

        大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門知識及び技術が必要な場合は国

が、その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域と時期に関する情報（土

砂災害緊急情報）を関係市町へ通知するとともに一般に周知する。 

    エ 警戒避難体制の整備 

      県は、インターネット等により、雨量、土砂災害危険度情報及び土砂災害警戒区域等情報の

提供を行う。 

      市長は、土砂災害警戒区域等の指定があったときは、市地域防災計画等において、当該警戒

区域ごとに、土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警戒の発令及び伝達、避難、救

助その他当該警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する下記

の事項について定めるものとする。 

① 避難指示等の発令基準 

市は、関係機関と協議し、土砂災害等に対する住民の警戒避難基準等をあらかじめ設定す

るとともに、必要に応じ見直すものとする。 

     ② 土砂災害警戒区域等 

       土砂災害警戒区域等について周知を行う。 

③ 避難指示等の発令対象区域 

  土砂災害警戒区域等、行政区単位等、同一の避難行動をとるべき避難単位を考慮し、避難

指示等の発令対象区域を設定する。 

④ 情報の収集及び伝達体制 

  雨量情報、土砂災害警戒情報、住民からの前兆現象や近隣の災害発生情報（緊急安全確保）

等についての情報収集及び伝達体制を定め、住民の周知を行う。 

⑤ 避難所の開設・運営 

土砂災害に対して安全な避難所の一覧表、開設・運営体制、避難所開設状況の伝達につい
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て定める。 

⑥ 要配慮者の支援 

       要配慮者関連施設、在宅の要配慮者に対する情報の伝達体制を定め、要配慮者情報の共有

を図る。 

⑦ 防災意識の向上 

住民説明会、防災訓練、防災教育等の実施により、土砂災害に対する防災意識の向上を図

る。 

オ 緊急調査 

      県又は国は、重大な土砂災害が緊迫している場合は、市が適切に住民の緊急安全確保の判断

等が行えるよう、土砂災害防止法に基づく緊急調査を実施し、被害の想定される区域・時期に

関する情報提供を行う。 

   (６) ボタ山の災害防止対策の推進 

ア ボタ山防護施設の維持管理 

 県は、ボタ山の崩壊による災害を未然に防止するため、防護施設の点検を行い、老朽化及び

破損等によりその機能が低下し、災害が発生するおそれがあると認められるものについて補修

工事を実施する。 

イ ボタ山崩壊防止区域の周知等 

 市、県は、崩壊の危険性のあるボタ山について地域住民に周知を図るとともに、雨量等の情

報提供を行い、迅速な情報伝達体制の整備に努める。 

   (７) 災害危険住宅等の移転対策の推進 

ア 災害危険区域の指定 

県は、災害の危険の著しいと認められる区域について、市の意見を聞いたうえで、建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条に基づく建築基準法施行条例（昭和４６年条例第２

５号）により、災害危険区域の指定を行うものとする。 

なお、災害危険区域の指定を行う場合は、既成市街地の形成状況や洪水浸水想定区域等の状

況を踏まえ、移転の促進や住宅の建築禁止のみならず、県が定める水位より高い地盤面や居室

の床面の高さ、避難上有効な高さを有する屋上の設置など、様々な建築の制限を幅広く検討す

るものとする。 

市町は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進にあたっては、

災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画にハード・ソフト両面

からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置付けるものとする。 

イ 災害危険区域内の規制 

  県は、災害危険区域内での住宅の用に供する建築物の建築を原則として禁止するとともに、

居室を有する建築物（住宅の用に供するものを除く。）の建築は、原則として鉄筋コンクリー

ト造またはこれに準ずるものでなければならない等の規制を行い、災害の防止に努めるものと

する。 

ウ 災害危険区域内の危険住宅の移転等 

① 市又は県は、豪雨、洪水その他の異常な自然現象による災害が発生した地域又は建築基準

法第３９条の災害危険区域のうち、市民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居

の集団移転を促進する。（防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に

関する法律（昭和４７年法律第１３２号）） 

② 市は、がけ地の崩壊及び土石流等により市民の生命に危険を及ぼす恐れのある区域から危

険住宅の移転を促進する。（多久市地すべり等危険地域における住宅移転の助成に関する条

例（昭和４９年多久市条例第２５号）） 
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  ２ 河川、都市下水路及びため池施設等の整備 

   (１) 河川関係施設の整備 

    ア 河川関係施設の整備の推進 

 市の河川管理者は、当面の目標として、時間雨量６０㎜の降雨による洪水に対応できるよう

中小河川の整備を推進する。 

また、堤防、水門、排水施設などの河川関係施設の風水害に対する安全性を確保するため、

点検要領等により、計画的に点検を実施するとともに、その結果に基づいて、緊急性の高い箇

所から計画的、重点的に風水害に対する安全性の確保に努める。 

さらに、河川内に堆積した土砂を掘削するとともに、流下能力を阻害してい  

る樹木を伐採することにより、水位上昇や流下能力不足の軽減を図るものとする。 

    イ 水門等の管理 

 河川管理者又は管理受託者は、洪水の発生が予想される場合には、操作規則に従い、速やか

に水門・樋門等の操作準備を行い、必要があれば、対応にあたる者の安全が確保されることを

前提としたうえで操作するものとする。 

 また、河川情報の一元的管理と伝達の円滑化を図り、下流域における溢水等の防止に努める。 

   (２) 都市下水路等の整備 

市は、市街地の浸水防除のため、計画的に点検を実施するとともに、除塵施設等の維持管理

を適切に行い、降雨による市街地の浸水を防除するものとする。 

【主な事業の内訳】 

事 業 名 事 業 内 容 事業主体 

都市下水路維持管理 
都市の浸水被害を防除するための施設整備と施設の

適正な維持管理を行う。 
市 

   (３) ため池施設の整備 

    ア ため池施設の整備の推進 

 ため池の管理者は、適正な管理及び保全に努めるとともに、施設機能の健全度の低いため池

の豪雨、耐震、老朽化対策を実施し、防災機能の維持・補強に努める。 

    イ ため池の危険度の周知等 

 県は、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのある防災重点ため池を選定する。 

市は県と連携して、ため池マップ、浸水想定区域図、ハザードマップを作成・公表し、緊急

時の迅速な避難行動につなげる対策に努める。 

ウ ため池の貯留機能向上 

ため池の管理者は、事前放流及び大雨後の速やかな放流により、洪水貯留容量（空き容量）

を確保し、大雨による雨水をため池に貯留することで、下流域の洪水の軽減を図るものとする。 

   (４) 「田んぼダム」の推進 

田んぼの排水口に調整版を設置し、大雨時の水の流出を抑制することで、下流域の洪水被害

を軽減する「田んぼダム」の整備促進を図る。 

 

 

 

第２項 公共施設、交通施設等の整備 

 

  １ 公共施設等 

 国、県、県警察、市、消防署は、災害応急対策を実施するうえで拠点となるなど防災上重要な施設に

ついて、浸水形態の把握等を行い、これらの結果を踏まえ、浸水等風水害に対する安全性の確保に努める。 

また、公共施設の管理者は、駐車場やグラウンドなどを活用した雨水貯留機能の強化に努める。 

 なお、避難所として位置づけられた学校・公民館等については、設計時において避難所として位
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置づけることを考慮するとともに、必要に応じて、防災広場、男女別シャワ－室、備蓄のためのス

ペース及び通信設備を整備し、避難所としての機能を向上させる。 

 

 

【防災上重要な施設】 

施 設 の 分 類 施 設 の 名 称 等 

災害応急対策活動に必要な施設  本庁舎、中央公民館(各町公民館)、警察署、消防署 

救護活動施設  市立病院、救護施設、消防団格納庫・詰所 

避難所として位置づけられた施設  学校、公民館など 

多数の者が利用する施設  福祉施設など 

 

  ２ 交通施設 

主要な道路、鉄道等の交通施設について、当該施設の管理者は、ネットワ－クの充実、施設・機

能の代替性の確保、各交通施設間の連携強化を含む風水害に対する安全性の確保に努める。 

    また、道路管理者及び鉄道事業者は、道路と鉄道が隣接する区間においては、落石等により災害

が発生した場合においては、必要に応じ、関係機関に情報を速やかに提供し共有化を図る。 

(１) 道路 

 高速自動車国道、一般国道、県道、市道の各道路管理者、県警察は、風水害時の避難及び緊急

物資の輸送に支障を生じないよう、地域情報通信ネットワ－クシステム、道路防災対策を通じて、 

風水害に対する安全性、信頼性の高い道路網の整備を推進する。 

 道路管理者は、落石、法面崩壊等の通行危険箇所について点検を実施し、必要があれば予防工

事を実施し、危険箇所の解消を図るとともに、風水害時には迅速な通行止などの 危険回避措置を

実施できるよう体制の整備に努める。また、避難路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成

する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用

の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

 

【主な事業の内訳】 

事 業 名 事 業 内 容 事業主体 

道路事業 道路の新設・改良、補修の実施 

国 

県 

市 

街路事業 都市計画街路の新設・改良の実施 

交通安全事業 歩道の新設・改良、補修の実施 

防災事業 落石等危険箇所の整備 

橋梁補修事業  落橋防止対策の実施 

 

   (２) 鉄道 

 鉄道事業者は、大雨による浸水あるいは盛土箇所崩壊等による災害を防止するため、必要に応

じ、線路の盛土、法面改良等を図る。また、橋梁、トンネル、その他の構築物等及び電気、建築

施設について、保守検査を実施し、必要に応じて改良修繕工事の実施に努める。 

さらに、鉄道事業者は、新幹線における車両及び重要施設の浸水被害軽減のため、車両避難計

画に基づく、車両避難等の措置を講ずるものとする。 

   (３) 臨時ヘリポ－ト 

 県、市は、災害応急対策に必要な人員、物資等の集積拠点となる輸送拠点施設等に災害時に活

用できる臨時ヘリポ－トを整備するよう努める。 

   

 



 22 

   【災害時に使用する臨時へリポートの状況】 

ヘリポ－ト予定地 施設の名称 有効面積 ＴＥＬ 

多久市東多久町 納所運動広場 ２，２５０㎡ ７５－８０２２ 

多久市東多久町 東多久運動広場  ３，４００㎡ ７５－８０２２ 

多久市南多久町 南多久運動広場 ４，７５０㎡ ７５－８０２２ 

多久市 多久町 西渓校東運動場 ２，４７５㎡ ７５－３４５０ 

多久市西多久町 西多久多目的運動広場 ２，２５０㎡ ７５－８０２２ 

多久市南多久町 中央校運動場 ９，６００㎡ ７５－３４５０ 

多久市北多久町  消防署南グランド  １，５００㎡ ７５－８０２０ 

多久市北多久町  多久市陸上競技場 ４，１２５㎡ ７５－８０２２ 

 

 

 

第３項 ライフライン施設の機能の確保 

 

   上下水道、電力、電話、ガス、石油、石油ガス等のライフライン施設や廃棄物処理施設は、住民の

日常生活及び社会、経済活動上欠くことのできないものであり、また、風水害発生後の災害復旧のた

めの重要な使命を担っている。また、ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等

の応急対策活動などに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化をもたらすことになる。 

   このため、ライフライン事業者は、浸水防止対策等風水害に対する施設の安全性の確保、災害後の

復旧体制の整備、資機材の備蓄等を行うとともに、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等に

よる代替性の確保にも努める。 

   さらに、風水害時におけるライフラインの安全性・信頼性の向上等質の高いまちづくりに不可欠な

電線類の地中化を効果的に進める電線共同溝（Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ）等については、迅速な復旧の観点か

ら架空線との協調も考慮し、計画的に整備するほか、行政機関とライフライン各事業者の連絡協議体

制の強化を図る。 

 

１ 水道施設 

   (１) 水道施設の安全性の強化 

   水道事業者は、水道施設の新設・拡張等の計画に併せて、計画的な施設の安全性の強化に努

める。 

   (２) 水道施設の点検・整備 

   水道事業者は、水道施設について、巡回点検を実施するとともに、老朽施設（管路）を計画

的に更新する。 

   (３) 断水対策 

   水道事業者は、基幹施設の分散、系統の多重化による補完機能の強化を図るとともに、断水

に備えて、飲料水供給の主体となる配水地等、貯水施設の整備に努めるとともに、水道事業者

間の相互応援体制を整備しておくものとする。 

   (４) 資機材、図面の整備 

   水道事業者は、必要な資機材を把握し、あらかじめ調達方法・保管場所等を定めておくとと

もに、日ごろから図面等の整備を図り、施設の現況を把握しておくものとする。 

   (５) 危機管理計画の策定 

      水道事業者は、災害時等の危機管理に備え、安定的な飲料水の供給を確保するため、危機管

理計画の策定に努めるものとする。 
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２ 下水道施設 

   (１) 下水道施設の安全性の強化 

   市は、風水害時において下水道による浸水防除機能を確保することができるよう、重要幹線

管渠、ポンプ場及び処理場等の整備や停電対策等に努める。 

   (２) 下水道施設の保守点検 

 市は、下水道施設について、巡視及び点検を実施し、老朽施設、故障箇所の改善を実施する。 

   (３) 資機材、図面の整備 

   市は、必要な資機材について、あらかじめ調達方法・保管場所等を定めておくとともに、日

ごろから図面等の整備を図り、施設の現況を把握しておくものとする。 

   (４) 危機管理計画の策定 

      市は、災害時等の危機管理に備え、下水道施設の安定的な運転を確保するため、危機管理計

画の策定に努めるものとする。 

(５) 民間事業者等との連携 

下水道管理者は、民間事業者等との協定締結などにより発災後における下水道施設の維持又

は修繕に努める。 

 

３ 電力施設等の整備 

   (１) 電力設備の耐震化 

   九州電力送配電株式会社は、災害対策基本法の第３９条に基づき定めた「九州電力送配電株

式会社防災業務計画」により、電力設備の耐震対策を実施する。 

   (２) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア 九州電力送配電株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持

し、更に事故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがあ

る場合には特別の巡視）を実施する。 

イ 九州電力送配電株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、

感電事故の防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

ウ 市、九州電力送配電株式会社は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、

地域性を踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

   

４ 電気通信設備等の整備 

   (１) 電気通信設備等の高信頼化 

   電気通信事業者（西日本電信電話株式会社佐賀支店、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式

会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社を含む。以下本編において同じ。）は、

被害の発生を未然に防止するため、次のとおり電気通信設備等の高信頼化のための整備を推進

する。 

ア 豪雨又は洪水等のおそれがある地域については、耐水構造化を実施する。 

イ 暴風のおそれがある地域においては、耐風構造化を実施する。 

ウ 基幹的設備設置のため、安全な設置場所を確保する。 

エ 市、電気通信事業者は、倒木等により通信網に支障が生じることへの対策として、地域性を

踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

   (２) 電気通信システムの高信頼化 

   電気通信事業者は、被害が発生した場合においても、通信を確保するため、次により通信網

の整備を推進する。 

ア 主要な伝送路を多ル－ト構成あるいはル－プ構成とする。 

イ 主要な基幹的設備を分散設置する。 
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ウ 通信ケ－ブルの地中化を促進する。 

エ 主要な電気通信設備については、必要な予備電源を設置する。 

オ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確保するた 

め、２ル－ト化を推進する。 

 

５ 廃棄物処理施設 

    市等は、一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃堅牢化、浸水対策、非常用自家発電設備等の整備や

断水時に機器冷却水等に利用するための水の確保等の災害対策を講じるよう努めることとする。 

 

６ バックアップ対策の促進 

    県及び市は、自らが保有するコンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるとと

もに、災害により情報システムに障害が生じた場合であっても、業務の中断を防止し、また、それ

を早期に復旧できるようＩＣＴ部門の業務継続計画（ＢＣＰ）の対策に努める。 

    さらに、企業等における安全確保に向けての自発的な取り組みを推進する。 

 

 

 

第４項 建築物等の風水害に対する安全性の強化 

 

  １ 特定建築物 

 学校、病院、旅館等多数の者が利用する特定の建築物については、当該建築物の所有者は、風水

害に対する建築物の安全性の確保に努めるものとする。 

 

  ２ 一般建築物 

 県及び市は、風水害に対する安全性の確保を促進するため、建築確認申請等を通じ、基準の厳守

の指導等に努める。 

 また、防水扉及び防水板など建築物を浸水被害から守るための施設の整備を促進するよう努める。 

 

  ３ 落下物 

 県、市及び建築物の所有者等は、強風による窓ガラスや看板、屋根瓦の脱落・飛散防止を含む落

下物の防止対策を図るものとする。 

 

  ４ 文化財 

 県、市及び文化財所有者・管理者は、国・県・市指定の建造物・伝統的建造物群について、国・

県等の指導により、現状の把握、補強修理及び応急防災施設の整備に努める。 

【実施方法】 

 指定文化財等については、その文化財的価値の保存を十分図る必要があるので、所有者・管理者

は、現状等の十分な把握の上、必要なものについては防災管理計画を策定し、これに基づき修理・

防災設備の設置等を行うものとする。国や県は、これらの事業に対し、必要な技術的指導・財政的

支援を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

国 

・ 

県 

 現状等の調査・防災管理計画の策定防

災施設設置等に関する技術的指導・財

政的支援 

 指定文化財等

の所有者・管理

者   



 25 

第５項 風水害に強い土地利用 

     

県及び市は、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域について都市的土地利用を

誘導しないものとするなど、風水害に強い土地利用の推進に努める。 

また、県及び市は、所有者不明土地を活用した防災空き地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれ

のある所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置

法（平成 12 年法律第 57 号）に基づく措置を活用した防災対策を推進するものとする。 
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第２節 災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項 情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

県、市及び各防災関係機関は、風水害による被害が被災地方公共団体等の中核機能に重大な影響を

及ぼす事態に備え、各機関の連絡が、相互に迅速かつ確実に行えるよう情報伝達ルートの多重化及び

情報交換のための収集・連絡体制の明確化など体制の確立に努めるとともに、住民等に対して迅速か

つ的確に情報を伝達できる体制を整備するものとする。 

また、通信連絡のための手段の確保を図るため、画像情報の収集・伝達機能の強化、情報通信施設

の耐災性の強化、停電対策、危険分散、さらに通信のバックアップ対策などを推進するとともに、定

期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築等を通じ、市及び防災関係機関との情報共有化に

努めるものとする。 

なお、時間の経過により、関係機関や被災者等にとって必要な情報が変化していくことに鑑み、県、

市及び各防災関係機関は、あらかじめ、発災後の経過に応じて関係者に提供すべき情報について整理

しておくものとする。 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(１) 機関相互の連絡体制の整備      

県、市及び各防災関係機関は、それぞれの機関及び機関相互間において情報の収集・連絡体

制の整備を図るとともに、その際の役割・責任等の明確化に努め、夜間、休日の場合等におい

ても対応できる体制の整備を図る。 

また、情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し、

共通のシステムに集約できるよう努める。 

なお、県及び市町は、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため、関係機関等の出席を求

めることができる仕組みの構築に努める。 

県は、発災時に行方不明者の氏名等の公表や安否情報の収集・精査等を行う場合に備え、市

と連携の上、あらかじめ一連の手続等について整理し、明確にしておくよう努めるものとする。 

(２) 多様な情報収集手段の整備等 

県、市及び各防災関係機関は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、車両

など多様な情報収集手段を活用できる体制を構築するとともに、ヘリコプター映像伝送システ

ム、ドローン、固定カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を推進するものとす

る。また、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段の整備等により、民

間企業、報道機関、住民からの情報など多様な災害関連情報等の収集体制の整備に努める。 

また、道路や河川、クリーク等に防災カメラや水位計を設置することにより、浸水状況を早

期に把握するとともに、住民への迅速な情報提供に努める。 

(３) 被災者等に対する情報伝達体制の整備等 

県、市及び防災関係機関は、気象、海象、水位等風水害に関する情報及び被災者に対する生

活情報を大規模停電時も含め常に伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図るとと

もに、被災者等に対して必要な情報が確実に伝達・共有されるよう情報伝達の際の役割・責任

等の明確化に努めるものとする。 

また、要配慮者、災害により孤立する危険のある地域の被災者、旅行者等情報が入手困難な

者に十分配慮しながら、報道機関に加え、防災行政無線のほか携帯端末の緊急速報メール機能、

防災ネットあんあん、ソーシャルメディア、L アラート（災害情報共有システム）、テレビ、

ラジオ（コミュニティＦＭ）、ワンセグ放送等を活用し、警報等の住民への伝達手段の多重化・

多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化とともに災害情報を被災者

等へ速やかに伝達する手段の確保に努めるものとする。 
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県及び市は、障害の種類及び程度に応じて障害者が防災及び防犯に関する情報を迅速かつ確

実に取得することができるようにするため、体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

県及び市は、障害の種類及び程度に応じて障害者が緊急の通報を円滑な意思疎通により迅速

かつ確実に行うことができるようにするため、多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の

推進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報等の伝達

に係る体制の整備に努めるものとする。 

電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周知に努める

とともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図るものとする。 

   (４) 観測施設・情報伝達システム等の維持及び整備 

      県、市及び各防災関係機関は、災害時の初動対応等に遅れが生じること等の無いよう、雨量、

出水の程度等を観測するための施設・設備の維持及び整備充実等に努めるとともに、防災情報

システム等の災害情報を伝達するシステムの維持及び整備に努める。 

 (５) 市における体制の充実・強化 

市は、市民等への情報伝達が迅速に行えるよう、防災行政無線及び全国瞬時警報システム（Ｊ

－ＡＬＥＲＴ）の管理に万全を期すとともに、風水害時にも有効に活用できるよう活用方法の

周知に努める。 

なお、ケーブルテレビなどが普及している地域においては、これらの活用を図る。 

また、大規模災害時において市民にきめ細やかな情報発信を行う手段として、臨時災害ＦＭ

等の活用が有効であることから、非常時の手続きについて事前に確認を行い、県及び防災関係

機関と連携して、住民に対しラジオを常備するよう啓発に努める。 

  

  ○ 主な災害情報提供のツール 

ア 多久市防災行政無線（親局１、中継局３、屋外拡声子局９７、個別受信機２６６） 

イ 多久市ホームページ（ホームページによる情報提供） 

ウ 多久市防災Ｗｅｂシステム（携帯端末へのメール配信サービス） 

エ 緊急速報メール配信サービス 

オ ケーブルテレビによるＬ字画面放映 
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【 多 久 市 防 災 行 政 無 線 系 統 図 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (６)  災害対応業務のデジタル化の促進 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ，ＩｏＴ，クラウドコンピューティング技術、

ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する必要がある。デジタル化に当たって

は、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・

共有の体制整備を図る必要がある。 

なお、過去の災害では、ＳＮＳを使用した流言飛語が出回り、混乱が生じた事例もあること

から、情報を活用する際は真偽の確認を行い、十分に留意するように努める。 

 

  ２ 情報の分析整理 

    県、市及び防災関係機関は、収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図るととも

に、必要に応じ専門家の意見を活用できるよう努める。 

また、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、蓄積に努め、総合的

な防災情報を網羅した各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成等による災害危険性の

周知等に生かすものとする。 

県及び市は、それらの情報について関係機関の利用の促進が円滑に実施されるよう、情報のデータ

ベース化、オンライン化、ネットワーク化に努める。 

また、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築について推進を図る。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・

要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

３ 電気通信事業者による体制等 

(１) 電気通信事業者が提供する緊急速報メールサービスの活用 

    県及び市は、被災地への通信が輻輳した場合においても、指定したエリア内の携

帯電話利用者に災害・避難情報等を回線混雑の影響を受けずに一斉同報配信できる

全国瞬時警報システム 

 Ｊ－ＡＬＥＲＴ 

中 

継

局 

消防署 

（遠隔制御装置） 

屋外子局 

雨量ﾃﾚﾒｰﾀｰ 

水位ﾃﾚﾒｰﾀｰ 

移動局 

車載型 

携帯型 

 
 

戸別受信機 

 

 

凡 例 

無線 

有線 

親局無線装置 

市(市庁舎) 

（災害対策本部） 

移動系基地局装置 

市（市庁舎） 
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緊急速報メールサービスの活用促進を図る。   

(２) 災害用伝言サービスの活用促進  

災害に伴い被災地への通信が輻輳した場合においても、被災地内の家族・親戚・知人等の

安否等を確認できる情報通信手段である西日本電信電話株式会社等の通信各社が提供する

「災害用伝言サービス」について、市民の認知を深め、災害時における利用方法などの定着

を図る必要がある。 

そのため、市は、平常時から通信各社と連携して、サービスの仕組みや利用方法等の周知

に努めるものとする。 

 

【災害用伝言サービス】 

○西日本電信電話株式会社 

    ・ 災害用伝言ダイアル（１７１）  

      被災地の電話番号をキーとして安否等の情報を音声情報として蓄積し、録音・再

生できるボイスメール 

    ・ 災害用伝言板（Ｗｅｂ１７１）  

      被災地域の居住者がインターネットを経由して伝言板サイトにサクセスし、電話

番号をキーとして伝言情報（テキスト・音声・画像）の登録ができるサービス。登

録された伝言情報は、全国（海外含む。）から電話番号をキーとして閲覧、追加伝

言登録ができる。 

○携帯電話各社 

  ・ 災害用伝言板 

    携帯電話・スマートフォンのインターネット接続機能で、伝言を文字によって登

録し、携帯電話番号をもとにして全国から伝言を確認できる。  

 

４ 非常通信体制の整備 

(１) 非常通信訓練の実施 

県、市町及びその他防災関係機関は、風水害時に必要に応じて電波法（昭和２５年法律第１

３１号）第５２条の規定に基づく非常通信の活用（目的外使用）を図ることとなっている。 

(２) 非常通信の普及・啓発 

市は、防災関係機関に対し、風水害時における非常通信の有効性及び利用促進に

ついて、普及・啓発を図る。  

 

 

 

第２項 防災活動体制の整備 

 

  １ 職員の体制 

   (１) 職員の参集体制の整備 

ア 緊急参集職員の確保 

市は、市内に居住する職員の中から災害発生後緊急に参集し、情報収集等にあたる職 員を確

保する。 

イ ２４時間体制の整備 
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  市は、災害時の初動体制をさらに迅速に確立するため宿日直による２４時間体制の的確な運

用を進めるとともに、大規模な災害が予想される際には、初動対応を行う職員の前日からの待

機等といった弾力的な対応を検討する。 

ウ 連絡手段の整備 

市の幹部職員は、常時、携帯電話を携行し、気象警報等の情報収集に努めるものとする。 

    エ 災害時の職員の役割の徹底 

市災害対策本部が設置された場合に、対策部長となる各課長級と班長となる課長及び課長補

佐・係長級の職員は、各対策部及び各班が実施すべき業務についてあらかじめ要領などを定め

所属職員に周知徹底を図るものとする。 

また、大規模な災害が予想される市災害情報連絡室の設置時には、市の幹部職員及び緊急初

動班員に対し、事前に周知を行うとともに各自の役割についての確認に努めるものとする。 

   (２) 防災関係機関の参集体制の整備 

      各防災関係機関は、あらかじめ防災対策の推進のための配備体制や職員の参集基準を明確に

するなど、初動体制を確立しておくものとする。 

   (３) 応急活動マニュアル等の作成 

      市及び各防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時に構ずべき対策等を

体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに定期的に訓

練を行ない、資機材等の使用方法等の習熟、他の機関との連携等について徹底を図る。 

(４) 人材の育成・確保 

市及び各防災関係機関は、応急対策全般への対応力を高めるため、研修制度・内容の充実、

大学の防災に関する講座等との連携、専門家（風水害においては気象防災アドバイザー

等）の知見の活用等により、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・

支援を活用できるような仕組みを平常時から構築することに努めるものとする。 

また、県及び市、ライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害

対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に

努めるものとする。また、県及び市は、退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活

用や、民間の人材の任期付き雇用等の人材確保方策をあらかじめ整えるよう努めるものとする。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している被災地方公共団体への中長期派遣等によ

る支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努めるものとする。 

 

２ 災害対策本部等の整備 

(１) 災害対策本部等 

ア 市は、災害時に防災活動の中枢機関となる災害対策本部及び現地災害対策本部等を設置す

る本庁舎等について、洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域の危険箇所等に配慮しつつ、情

報通信機器の整備など必要な機能の充実を図るとともに、風水害に対する安全性の確保を図る

ための措置を講じる。 

イ 県及び市町は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、災

害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 

(２) 食料等の確保 

市は、風水害が発生した場合、災害対策を実施する職員は、少なくとも２日ないし３日間の

連続した業務が予想されるため、平常時より、職員の食料・飲料水等の適切な備蓄・調達・輸

送体制の整備を図るものとする。 

   (３) 非常用電源の確保 

市は、風水害が発生した場合、電気が途絶することも予想されるため、代替エネルギーシス

テムや電気自動車の活用を含め平常時より、非常用電源施設の整備を図り、十分な期間（最低

３日間）の発電が可能となるような燃料の備蓄に努めるものとする。他の防災関係機関も、こ
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れに準じるよう努めるものとする。 

   (４) 非常用通信手段の確保 

      市は、風水害が発生した場合、通信が途絶することも予想されるため、平常時より、衛星通

信等非常用通信手段の確保を図るものとする。 

    

３ 防災拠点施設(防災拠点避難施設)の整備 

市は、風水害の発生時において、地域内での災害応急活動の現地拠点として、１箇所以上の防災

拠点の整備を図る。 

 

【防災拠点の主な機能】 

○緊急物資、復旧資機材の集積配送スペース 

○地域の防災活動のためのオープンスペース 

○ヘリポート機能 

○情報通信機能 

 

  ４ コミュニティ防災拠点の整備 

    市は、住民の避難場所にもなり、また防災活動の拠点となるコミュニティ防災拠点の整備を図る

とともに、住民が容易に使用できる防災資機材等の整備に努める。 

 

【コミュニティ防災拠点の主な機能】 

○避難所、備蓄施設（平時には地区住民のコミュニティ拠点） 

○避難所としての広場 

○非常用電源の整備（太陽光発電、蓄電設備等） 

○情報通信機器 

   

５ 道の駅防災拠点の整備 

国、県及び市は、防災機能を有する道の駅を広域的な地域の防災拠点として位置付け、その機能

強化に努める。 

 

【主な機能】 

○避難所、備蓄施設 

○避難場所としての広場 

○情報通信機器 

 

  ６ 災害の未然防止 

    公共施設の管理者は、施設の緊急点検、応急復旧等を実施するための体制の整備、必要な資機材

の備蓄に努める。 

    河川管理者、農業用用排水施設の管理者等は、ダム、せき、水門等の適切な操作を行うマニュア

ルの作成、人材の養成を行うものとする。 

 

  ７ 業務継続性の確保 

市は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要とな

る人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力強化を図

る必要があることから、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等により業務継続体制の確保を図るものと

する。 
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また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、

必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状

況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂などを行うものとする。 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなるた

め、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたっては、少なくとも市長不在時の明確な代行順位及び

職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、

災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非常時

優先業務の整理について定めておくものとする。 

 

  ８ 災害対応スタッフのバックアップ体制の構築 

    市は、大規模又は対応が長期化するような災害が発生する場合に備え、災害対応を行うスタッフ

のバックアップ体制の構築に努める。 

 

  ９ 救援活動拠点の確保 

    市は、各防災関係機関相互の応援が円滑に行えるよう、警察・消防・自衛隊等の部隊の展開、宿

営の拠点、ヘリポート、物資搬送設備等の救援活動拠点の確保に努める。 

 

10 排水機能の向上 

河川管理者は、これまでの豪雨災害で浸水停止した排水機場の耐水化を図るとともに、緊急的な

対応を行うための排水ポンプ車の導入を行う。 

 

 

 

第３項 広域防災体制の強化 

 

   各防災関係機関は、風水害に対処するため、あらかじめ関係機関と十分協議のうえ、相互応援協定

の締結を推進する。その際には、応援要請・受入れが迅速、円滑に実施できるよう要請の手順、情報

伝達方法、連絡調整・受入窓口、指揮系統を明確にするなど、体制の整備に努める。 

   なお、協定の締結にあたっては、近隣の機関等に加えて、大規模な災害による同時被災を避ける観

点から、遠方に所在する機関等との間の協定締結も考慮する。 

県及び市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、大規模氾濫

減災協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体制の構築に努

めるとともに、他の地方公共団体との応援協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を

含めた手順等を定めるよう努めるものとする。 

   

  １ 市町村間の相互応援 

市は、県内外の市町村との災害時相互応援協定の締結を推進する。 

市は、必要に応じて、被災時に周辺市町が後方支援を担える体制となるよう、それぞれにおいて

後方支援基地として位置付けるなど相互にあらかじめ必要な準備を整えるものとし、県は必要な調

整を行う。 

 

  ２ 防災関係機関等との応援協定 

市は、災害対策活動を円滑に実施するため、必要に応じて、防災関係機関又は民間企業等との協

定の締結を推進する。 

  【現在締結している協定】   
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協  定  名 協 定 締 結 の 相 手 方 

佐賀県・市町相互応援協定 佐賀県、県内市町 

多久市における大規模な災害時の応援に関す

る協定 
国土交通省九州地方整備局 

災害時における相互応援に関する協定 櫻鳴協議会（１２市町） 

多久市防災協力協定 多久市防災協力連絡協議会 

全国青年市長会災害相互応援に関する要綱 全国青年市長会会員市 

災害時における炊き出しの協力に関する協定 一般財団法人 多久市学校給食振興会 

災害時における物資の供給に関する協定 九州カートン株式会社 

災害時対応自動販売機の設置に関する協定 佐賀富士ベンディング株式会社 

災害時における物資の供給に関する協定 NPO 法人 コメリ災害対策センター 

災害時におけるLPｶﾞｽ等供給協力に関する協定 佐賀県 LP ガス協会小城多久支部 

災害時における相互応援協定 宮城県南三陸町 

災害発生時における多久市と多久市関係郵便

局の協力に関する協定 
多久市関係郵便局 

地震等大規模災害時における災害廃棄物の 

処理等の協力に関する協定 
一般社団法人 佐賀県産業廃棄物協会 

災害時における地図製品等の供給等に関する

協定 
株式会社ゼンリン 

災害時における飲料等の提供協力に関する 

協定 
佐賀富士ベンディング株式会社 

災害時における映像撮影測量・物資輸送等に 

関する協定 
株式会社翔和 

災害時における情報通信・伝達協力に関する 

協定 
株式会社多久ケーブルメディア 

災害時における一般廃棄物（し尿）の収集運搬

に係る支援協力に関する協定 
天山地区環境整備事業協同組合 

災害時における住家被害認定調査等に関する

協定 
公益財団法人佐賀県不動産鑑定士協会 

災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 

佐賀県防災航空隊の運営に関する協定 佐賀県、県内市町及び消防本部 

災害時における物資供給に関する協定 株式会社ナフコ 

災害時における施設利用に関する協定 株式会社タクア 

防災パートナーシップに関する協定 九州朝日放送株式会社 

災害時における物資供給に関する協定 山口産業株式会社 

多久市と田原市との災害時相互応援に関する協定  田原市 
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第４項 災害の拡大・二次災害の防止及び応急復旧活動 

 

  １ 浸水被害の発生・拡大防止及び水防活動従事者の安全確保 

水防管理者（市）は、管轄区域内の河川ごとに、重要水防区域、危険箇所等について具体的な水

防工法を検討し、水防計画に定めておくものとする。 

県、市は、浸水被害の拡大防止のための移動式ポンプ等の水防用・応急復旧資機材の備蓄を図る

とともに、不足する場合に備え、関係業界団体からの協力が得られるよう連携の強化を進める。 

なお、水防計画の策定に当たっては、洪水・内水の発生時における水防活動その他の危険を伴う

水防活動に従事する者の安全の確保を図るよう配慮するとともに、必要に応じて、河川管理者の同

意を得た上で、河川管理者又は下水道管理者の協力について水防計画に定め、当該計画に基づく河

川又は下水道に関する情報の提供等水防と河川管理等の連携を強化するものとする。 

水災については、気候変動による影響を踏まえ、社会全体で被害を防止・軽減させるためのハー

ド・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、国（国土交通大臣）及び県知事

が組織する「大規模氾濫に関する減災対策協議会」「県管理河川大規模氾濫に関する減災対策協議

会」「流域治水協議会」等を活用し、国、県、市町、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事

業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の集水域を含めた流域全体のあらゆる関係者が協働し、

特定都市河川の河川管理者、特定都市河川流域に係る地方公共団体及び特定都市下水道の下水道管

理者は、特定都市河川流域における浸水被害の防止を図るため、共同して、流域水害対策計画を策

定するものとする。その際、「流域」水害対策協議会等を組織し、流域水害対策計画の作成及び変

更に関する協議並びに流域水害対策計画の実施に係る連絡調整を行うものとする。国及び地方公共

団体は、特定都市河川流域において、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害の軽減を推

進する。また、市は、平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努めるもの

とする。 

さらに、市は、災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保するた

めの必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部分や，応急措置の支

障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置を行うものとする。 

 

２ 浸水想定区域の公表 

（１） 洪水 

国及び県は、洪水予報を実施する河川、洪水特別警戒水位に到達した旨の情報を提供する河川

として指定した河川、特定都市河川、そのほか、一級河川又は二級河川のうち洪水による災害の

発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当する河川について、想定し得る最

大規模の降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として

指定し、指定の区域、浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間等を公表するとともに、市

長に通知するものとする。 

市長は、洪水予報河川等に指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情

報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報と

して住民、滞在者その他の者へ周知するものとする。 

（２） 内水 

県又は市は、雨水出水特別警戒水位に到達した旨の情報を提供する公共下水道等の排水施設等

として指定した排水施設、浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設、特定都市河川

流域内に存する公共下水道等の排水施設、そのほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきも

のとして国土交通省省令で定める基準に該当する公共下水道等の排水施設について、想定し得る

最大規模の降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなった場合又は当該排水施設から河川

等に雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定

し、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間等を公表するとともに、県知
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事にあっては市長に通知するものとする。 

 

（３） 浸水想定区域内の洪水予報等の伝達方法、要配慮者利用施設等の指定 

市は、浸水想定区域の指定があったときは、地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区

域ごとに、洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に必要な事項について定めるものとする。また、浸水想定区域内で主として高齢者、障害者、乳幼

児等の要配慮者が利用する要配慮者利用施設で洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要なも

の又は大規模工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響が生じる施設として市

が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者から申出があった施設で洪水時

に浸水の防止を図る必要があるものについて、これらの施設の名称及び所在地について定めるもの

とする。名称及び所在地を定めたこれらの施設については、市は、地域防災計画において、当該施

設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達方法を定めるものと

する。 

浸水想定区域をその区域に含む市長は、地域防災計画において定められた洪水予報等の伝達方法、

避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水想定区域内

の要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知させるため、これらの事

項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じるものとする。 

 

３ 民間事業者との協力 

下水道管理者は、浸水被害対策区域において、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害

の軽減を推進するものとする。 

水防管理者は、委任を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あらかじめ、災

害協定等の締結に努めるものとする。 

   

４ 土砂災害の発生、拡大防止 

県、市は、土砂災害の発生、拡大の防止を図るために必要な資機材の備蓄に努めるとともに、防

災対策の実施のための体制を整備しておくものとする。 

また、市長が防災活動や住民等への避難指示等の対応を適時適切に行えるよう支援するとともに、

住民自らの避難の判断等にも参考となるよう、国と県は次の情報を発表するものとし、そのための

体制を整備しておくものとする。 

(１) 土砂災害警戒警報 

大雨による土砂災害の危険度が高まった場合、佐賀地方気象台及び県は共同して土砂災害 

警戒情報を発表する。 

   (２) 土砂災害緊急情報 

      大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門知識及び技術が必要な場合は国が、

その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域と時期に関する情報（土砂災害緊

急情報）を関係市町へ通知するとともに一般に周知する。 

 

５ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

県、市及びその他の防災関係機関は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等

との間で協定を締結するなど、連携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効

果的な災害応急対策等が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、

訓練等を通じて、災害時の連絡先、要請手続き等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するもの

とする。また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・

輸送等）については、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用
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可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等を活用す

るものとする。 

県、市町及びライフライン事業者は、被災施設・設備の迅速な応急復旧を図るため、あらかじ

め、図面等のデータの保存、情報収集・連絡体制、活動体制、広域応援体制等の確立に努め、特

に人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライン施設については、早期に復旧できるよう

体制等を強化するものとする。 

また、ライフライン事業者は、ライフラインの被害状況の予測・把握及び緊急時の供給につい

てあらかじめ計画を作成し、体制を整備するとともに、応急復旧に関して、あらかじめ事業者間

で広域応援体制の整備に努めるものとする。 

市、県及び防災関係機関は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、

各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努

めるものとする。 

また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から訓

練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。 

 

６ 資機材等の確保 

県、市及びライフライン事業者は、風水害の発生に備えるため、平常時から応急復旧に必要な

各種資機材の保管状況を把握しておくよう努める。 

県、市及びその他の防災関係機関は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な

資機材について、地域内の備蓄量、公的機関・供給事業者等の保有量を把握した上で、不足が懸

念される場合には、関係機関や民間事業者との連携に努めるものとする。 

なお、燃料については、あらかじめ石油販売業者と燃料の優先供給について協定の締結を推進す

るとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 

県及び市は、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害

協定の締結を推進するものとするとともに、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担

い手の確保・育成に取り組むものとする。 

 

７ 県と市町の役割分担 

県及び市は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ救助に必

要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度等の積極的な活用により

役割分担を明確化するなど、調整を行っておくものとする。 

 

 

 

第５項 救助、医療、救急活動体制の整備 

 

  １ 救助活動 

消防署及び市、県警察、自衛隊は、大規模・特殊災害にも備えた救助用設備、資機材の拡充整備

に努めるとともに、災害時にその機能が有効適切に運用できるよう点検整備を実施する。 

また、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救助・救急活動を行うため、「顔の見える関係」を

構築し信頼感を醸成するよう努め、相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行

い、救助・救急機能の強化を図るものとする。 

 

  ２ 医療活動体制の整備 

   (１) 医療応援体制の整備 

  市、消防署及び医療機関は、消防と医療機関及び医療機関相互の連絡体制の整備を図るとと
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もに、医療機関の連絡・連携体制についての計画を作成するよう努める。 

   (２) 市における災害時医療体制の整備 

      市は、地域災害医療センターの多久市立病院を中心に、消防署及び医療機関の連絡体制につ

いての計画の策定に努める。   

(３) 災害時緊急医薬品等の備蓄 

 市は、医薬品等の安定的供給の確保を図るとともに、災害時緊急医薬品等の備蓄に努める。 

 

  ３ 救急活動体制の整備 

    市及び消防署は、平常時から消防団及び自主防災組織等の連携を図り、区域内の被害想定の実施

及びそれに伴う消防水利の確保、消防体制の整備に努める。 

 また、消防署は、救急搬送能力を高め、搬送途上における救命率の向上を図るため、高規格救急

自動車の導入、救急救命士の養成に努めるとともに、医療機関と連携した救急搬送体制の確立に努

める。 

 さらに、負傷者が同時に多数発生した場合に対応できるよう救急業務計画の策定に努めるものとする。 

 

 

 

第６項 緊急輸送活動 

 

  １ 緊急輸送ネットワ－クの形成及び輸送機能の強化 

県及び市は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、風水害時の緊急輸送活動のために確保す

べき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及び物資の受入れ、搬送などの輸送拠点（集積拠点を

兼ねる。以下同じ。）について把握・点検するものとする。 

また、これらを調整し、災害に対する安全性を考慮しつつ、関係機関と協議のうえ、県が開設す

る広域物資輸送拠点、市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に物資を届ける緊急輸送ネ

ットワークの形成を図るとともに、関係機関等に対し周知を図るものする。 

県は、広域物資輸送拠点・地域内輸送拠点の効率的な運営を図るため、速やかに、運営に必要な

人員や資機材等を運送事業者等と連携して確保するように努めるものとする。 

 

２ 道路輸送の確保 

   (１) 道路交通管理体制の整備 

道路管理者、警察署は、緊急輸送道路について道路施設及び交通管制センタ－、信号機、交

通情報板等交通管制施設の風水害に対する安全性の確保に努めるとともに、県警察は警察署と

協議し、広域的な交通管理体制の整備を図る。 

   (２) 関係機関との協力関係の構築 

道路管理者は、建設業者と協定を締結するなど、災害発生後の道路の障害物の除去による道

路警戒、応急復旧等に必要な人員、資材等の確保体制の整備を進めるとともに、道路管理者相

互の連携のもと、あらかじめ道路警戒等の計画を立案する。 

   (３) 緊急輸送体制の整備 

市は、緊急輸送が円滑に実施されるよう、運送関係団体や物流事業者等と物資の輸送等に関

する協定を締結するなど、緊急輸送体制の整備を進める。 

この際、市は災害時に物資の輸送拠点から指定避難所等までの輸送手段を含めた体制が速や

かに確保できるよう、あらかじめ適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努める。 

（４）運送事業者等との連携 

県及び市は、緊急輸送活動の機能強化のため、必要に応じ、緊急輸送に係る調整業



 38 

務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠点における運送事業者等を主体とした業

務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整備を図

るものとする。 

 

 

 

第７項 避難収容及び情報提供活動 

 

１ 市の避難計画 

市は、避難指示等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等の住民の避難誘導等

警戒避難体制をあらかじめ計画するものとする。 

その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合

的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発生する

おそれ等があることから、災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令対象区域を設定すると

ともに、必要に応じて見直すものとする。 

（１）全庁をあげた体制の構築 

市は，躊躇なく避難指示等を発令できるよう，平常時から災害時における優先すべき業務を絞

り込むとともに，当該業務を遂行するための役割を分担するなど，全庁をあげた体制の構築に努

めるものとする。 

県は，市に対し，避難指示等の発令基準の策定を支援するなど，市の防災体制確保に向けた支

援を行うものとする。 

（２）避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成 

市長は、避難指示等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難情報に関するガイ

ドライン（令和３年５月）」に沿って、豪雨、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる

情報を踏まえつつ、避難すべき区域や判断基準を明確にしたマニュアルを整備するものとする。

また、定めた基準に基づき適正な運用を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 

また、避難指示等を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調

整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備

を整えておくものとする。 

ア 洪水等 

市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水位情報、堤

防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令基準を設定する。 

それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を

及ぼすと判断したものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的な避難指示等の発令基

準を策定する。 

また、避難指示等の発令対象区域については、受け取った居住者・施設管理者等が危機感を持

つことができるよう、命を脅かす洪水等のおそれのある範囲を適切に絞り込んで発令できるよう、

発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。（「市町全

域」といった発令は避ける。） 

県は、これらの基準及び範囲の設定及び見直しについて、必要な助言等を行う。 

イ 土砂災害 

また、県及び市は、フォークリフトなどを使用した効率的な荷役作業を行うことに

より、被災者に物資を円滑に届けることが可能になるため、あらかじめ荷役機器の調

達先について検討を行い、必要に応じて民間企業等と協定を締結するように努める。 
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市は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表された場合に直

ちに避難指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するものと

する。 

また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいくつかの地域に分割した上で、土

砂災害に関するメッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地域内の全ての土

砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設

定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

(３) 指定緊急避難場所及び指定避難所 

市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策等を踏まえ、都市公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、風水害のおそれのない場

所にある施設を、その管理者の同意を得たうえで、次の基準により、災害の危険が切迫した緊急

時において安全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分な

指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、日頃から指定避難所の場所、

収容人数、家庭動物の受入れ方法等について住民等への周知徹底を図るものとする。 

災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームページやアプリ

ケーション等の多様な手段の整備に努めるものとする。 

市は、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び緊急の避難の際には

発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることに

ついて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。また、指定緊急避難場所と指定避難

所の役割が違うことについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては

当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努め

るものとする。 

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種

別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるも

のとする。あわせて、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるも

のとする。 

県は、市が県有施設を指定緊急避難場所又は指定避難所に指定した場合には、当該施設の必要

な整備に努める。特に、指定避難所としての指定を受けた県立学校については、要配慮者も利用

できるよう多機能トイレや電源喪失に備えた非常用電源の設置等に努める。 

ア 指定緊急避難場所 

① 指定基準 

市は、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地するが災害

に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受入れ部分及び

当該部分への避難路を有する解放を行うことが可能な管理体制等を有するものを、災害種別

ごとに指定すること。 

また、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町の協力を得て、指定緊急避難場所を近

隣市町に設けるものとする。 

イ 指定避難所 

① 指定基準 

ａ 市は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を受け

入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害による影響が比

較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。 

ｂ 市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障害者、医療的ケアを

必要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所として指定避難所を指定する

よう努めるものとする。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器
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等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努めるものとする。 

ｃ 市は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮

者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合におい

て要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在

させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定するものとする。特に、要配慮

者に対して円滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手段の確保に努めるものとする。 

ｄ 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避難場所と指定

避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不

適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底するよう努めるものとする。 

ｅ 市は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよ

う、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対象者

を特定して公示するものとする。 

ｆ 市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、

個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難する

ことができるよう努めるものとする。 

ｇ 市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮

するものとする。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、指

定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会や地域住民等の関係者と調整

を図ること。 

ｈ 避難者１人当たり概ね２㎡以上確保できる施設であること。 

   ※指定緊急避難場所及び指定避難所に関しては、防災計画資料編に添付 

② 機能の強化 

      市は、あらかじめ指定避難所の機能の強化を図るため、次の対策を進める。対策にあたって

は、要配慮者、男女双方の視点並びに家庭動物を連れて避難する人がいることなど地域の実情

に応じて居住空間に配慮する必要がある。 

      具体的には、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するた

め、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問

わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努めるものとする。ま

た、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努め

るものとする。 

市は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努めるも

のとする。 

市は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や県及び独立行政法人等が所

有する研修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームペ

ージやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努めるものとする。特に，要

配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅館等を実質的に福祉避難

所として開設するよう努めるものとする。 

市は、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホームペー

ジやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑

化に努めるものとする。 

市は、良好な生活環境になるよう「スフィア基準」に沿った避難所が運営できるよう努める

ものとする。 

市は，指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者の健

康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な

措置を講じるよう努めるものとする。 
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また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の

対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテ

ルや旅館等宿泊施設の活用を含めて検討するよう努めるものとする。 

なお、指定避難所の物資等の備蓄に当たっては、「県・市町の物資に関する連携備蓄体制整

備要領」に基づき、県・市町において整備するものとし、備蓄品の調達にあたっては、要配慮

者、女性、子供にも配慮するものとする。 

ａ 必要に応じ、換気、照明など良好な生活環境を確保するための設備の整備とともに必要に

応じた電力容量の拡大 

ｂ 非常用電源、ガス設備、衛星携帯電話等の通信機器・衛星通信を活用したインターネット

機器、空調、就寝スペース、更衣室、仮設トイレ（洋式トイレが望ましい）、マンホールト

イレ、マット、簡易ベッド、貯水槽、井戸、給水タンクのほか、多機能トイレなど要配慮者

にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備 

  また、停電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活

用を含めた非常用発電設備等の整備 

ｃ テレビ、ラジオ等被災者が災害情報を入手するのに必要な機器の整備 

ｄ 指定避難所又はその近傍での地域完結型備蓄施設の確保、及び食料、飲料水、常備薬、マ

スク、消毒液、簡易ベッド（段ボールベッドを含む）、パーティション、炊き出し用具、毛

布等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物資の

備蓄・供給体制の確立 

ｅ 飲料水の給水体制の整備 

ｆ 支援者等の駐車スペースの確保 

(４) 避難路及び誘導体制 

ア 市は、住民の安全を第一に、住民が徒歩で確実に安全な場所に避難できるよう、あらかじめ

避難路を指定するとともに、標識等を設置し、住民への周知徹底を図る。 

また、指定緊急避難場所に通じる避難階段、通路等を整備し、その安全性の点検及び避難時

間短縮のための工夫・改善に努めるものとする。 

イ 市は、高齢者、障害者等の避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、市

民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時から、次の事項等に留意した避難行動要支援者

の情報の把握・共有、避難誘導体制の整備を図る。 

（ア）避難行動要支援者の実態把握 

（イ）避難路の整備及び選定 

（ウ）避難所の受入環境 

（エ）避難誘導責任者及び援助者の選定(略) 

ウ 市は、避難誘導にあたっては、避難路や指定緊急避難場所等を含め地域の実情に詳しくない

旅行者等の一時滞在者がいることにも配慮するとともに、訪日外国人旅行者等避難誘導の際に

配慮を要する来訪者への情報伝達体制等の整備に努めるものとする。 

エ 市は、避難時の周囲の状況等により、避難のために移動を行うことがかえって危険を伴う場

合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内

安全確保」を行うべきことについて、日頃から市民等への周知徹底に努めるものとする。 

オ 市は、地域防災計画の中に、避難誘導や上記ア～エに関する計画を定めておくものとし、浸水

想定区域及び土砂災害警戒区域の指定を受けた場合においても、避難に必要な事項等について

地域防災計画に定めておくものとする。 

カ 県の保健所等は、新型インフルエンザ等感染症等（指定感染症及び新感染症を含む。）発生

時におけるの被災に備えて、平常時から、県及び市の防災担当部局との連携の下、ハザードマ

ップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努めるものとす

る。また、市の防災担当部局との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・
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調整を行うとともに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供す

るよう努めるものとする。これらのことが円滑に行えるよう新型インフルエンザ等感染症等発

生前から関係機関との調整に努めるものとする。 

キ 自宅療養者等が指定避難所に避難する可能性を考慮し、県の保健所は、市の保健福祉担当部

局及び防災担当部局と連携し、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

(５)  指定避難所の管理運営 

市は、指定避難所の管理運営を円滑に実施するため、県が策定した「避難所マニュアル策定指

針」及び「避難所運営マニュアル作成モデル」等に基づき、指定避難所の開設手順や避難者の受

入方法、運営組織等の必要な事項について、運営マニュアル等をあらかじめ定め、訓練を実施す

るものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に指定避難所を運営でき

るように配慮するよう努めるものとする。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症

の予防や対処法に関する普及啓発に努めるものとする。 

また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に指定避難

所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門

家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換や避難生活支援に関する知見やノウハウを有

する地域の人材の確保・育成に努めるものとする。 

(６) 避難所生活上必要となる基本的事項 

ア 情報の提供 

避難所生活で必要な情報として、初動期には安否情報、医療救護情報、水・食料等生活物資情

報、復旧期には教育や仮設住宅情報、生活再建に向けての情報等が必要となる。 

なお、要配慮者に配慮した情報提供を行うためには、ボランティアが重要な役割を果たすが、

ほかに情報を提供する機器についても特別な配慮が必要である。 

イ 飲料水、食料、生活物資の供給 

水、食料、物資の供給については避難者ニーズの的確な把握と公平な配分に心がけるとともに、

初動期には生命維持を最優先に質・量の供給を、復旧過程期以降には健康保持や避難者のニーズ

の多様性にも配慮した供給を図る必要がある。 

ウ 保健衛生（トイレ、簡易入浴施設、ごみ処分） 

負傷した避難者や避難生活中における軽度の疾病に対処することができるよう、応急救護施設

の整備、また、避難所内の環境整備を図るため、トイレ、簡易入浴施設の用意、ごみの処理方法、

季節を考慮した対応の検討が必要である。 

エ プライバシーの確保 

長期にわたる避難所での集団生活により、精神的な疲労がたまり、健康を害したり、トラブル

を起こしたりすることが考えられるため、避難所生活の長期化に備えたプライバシーの確保対策

を検討しておく必要がある。 

オ 要配慮者に配慮した対応 

難行動要支援者の全体計画に基づき、平常時から地域内の避難行動要支援者の実態把握に努め、

災害時における避難所では災害情報の提供や要配慮者用スペースの確保、必要な育児・介護・医

療用品の調達等、避難所生活について十分配慮する必要がある。 

カ 在宅等被災者に配慮した対応 

自宅や車内など避難所以外で避難生活を送る者でも、ライフラインの被災等により物資や情報

等が届かない場合には、必要に応じて、近隣の避難所において物資の供給や情報の提供等を行う

よう配慮する必要がある。 

キ 居住地以外の市町村に避難する被災者が必要な情報や支援・サービスを容易かつ確実に受け取

ることのできる体制の整備を図る必要がある。 
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ク 車中泊者等への対応 

市は、大規模な駐車場について調査・把握を行い、被災者が車上生活やテント生活

を送るため使用できるよう施設管理者と協定を締結するとともに、指定避難所に準じ

た運営を行えるよう地域住民や企業等も含め、体制を検討する。  

 ケ ホームレスへの対応 

市は避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れるよう、

地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定

めるよう努めるものとする。 

   コ 家庭動物との避難への対応について 

     市は、指定緊急避難場所や避難所に家庭動物と同行避難した被災者について、適切に受け入れ

るとともに、避難所等における家庭動物の受入れ状況を含む避難状況等の把握に努めるものとす

る。 

サ 市は、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性

用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心し

て使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポス

ターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努めるものとする。また，警察、病院、

女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるものとする。 

 

２ 広域避難体制の整備 

県及び市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよう、必要に応

じ、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在におけ

る被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定

を締結するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるものとする。 

    市は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、市の区域外への広域的な避難、指定避難所及び

指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の市町への受入れについ

ては当該市町に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府

県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告した上で、自ら

他の都道府県内の市町村に協議することができる。 

県は、市から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとする。 

   市は、指定避難所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することに ついても定めるなど、

他の市町からの被災住民を受け入れることができる施設をあらかじめ決定しておくよう努めるも

のとする。 

県、市及び運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、

関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものとする。 

県及び市等は、避難者のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放送事業者を

含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるもの

とする。 

 

３ 学校等、病院等、社会福祉施設等の避難計画 

(１) 学校等 

ア 避難計画等の整備 

  学校等の管理者は、風水害時における園児、児童・生徒及び学生（以下「生徒等」という。）

の安全を確保するため、あらかじめ、避難場所、避難経路、誘導責任者、誘導方法等について

の避難計画を作成する。 

また、災害発生時における生徒等の保護者への引渡し方法についてあ らかじめ定め、保護
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者へ周知しておくものとする。 

イ 教育訓練の実施 

  学校長は、避難計画等に基づき、職員や生徒等に対する防災教育・防災訓練の実施に努める

ものとする。 

(２) 病院等 

ア 避難計画等の整備 

  病院等の管理者は、風水害時に備え、あらかじめ緊急連絡体制、避難場所、避難経路、誘導

責任者、患者の移送に必要な資機材の確保、避難時における医療の維持方法等につい ての避難

計画を作成する。 

  特に、夜間等における消防署への緊急通報及び入院患者の避難誘導体制に配慮した体制の整

備を図る。 

イ 教育訓練の実施 

  病院等の管理者は、避難計画等に基づき、職員等に対する防災教育及び防災訓練の実施に努

めるものとする。 

(３) 社会福祉施設 

ア 避難計画等の整備 

  社会福祉施設の管理者は、あらかじめ誘導責任者、避難経路、避難場所、入所者等の移送に

必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等についての避難計画を作成する。 

イ 教育訓練の実施 

  社会福祉施設の管理者は、避難計画等に基づき、職員等に対する防災教育・防災訓練の実施

に努めるものとする。 

(４) 不特定多数が使用する特定施設等 

 不特定多数の者が使用する特定の施設等の管理者は、あらかじめ、職員の役割分担、動員計

画及び緊急連絡体制、誘導責任者、避難場所、避難経路などについての避難計画 を作 成する

とともに、防災訓練を実施するものとする。 

      なお、必要に応じ、多数の避難者の集中や混乱にも配慮した計画・訓練とするよう努める。 

   (５)  県、市による指導等の充実 

県、市は、施設等の管理者が、適切な避難計画を策定し、適切な避難訓練等を実施できるよ

う、必要な指導・助言を行うものとする。また、学校等が保護者との間で、災害発生時におけ

る児童生徒等の保護者への引渡しに関するルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。 

市は、義務教育学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼

稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡・連携体制の構築に努めるもの

とする。 

 

４ 応急住宅 

(１) 建設資材の調達 

   県、市は、業界団体等と連携を図りつつ、応急仮設住宅の建設資材の調達・供給体制を整備

する。 

   国は、要請に応じ速やかに国有林材の供給に努める。 

(２) 応急仮設住宅の建設場所 

   風水害が発生し、応急仮設住宅の建設が必要な場合に備えて、市は、平常時から二次災害の

危険のない適地を選定し、応急仮設住宅の建設候補地台帳を作成しておくものとする。 

   また、学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分配

慮するものとする。 

(３) 公営住宅等への収容 
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   県、市は、公営住宅等の空家状況を平常時から把握しておき、被災者への迅速な提供体制を

整備するとともに、入居者選考基準、手続き等について定めておくものとする。 

(４) 民間賃貸住宅の活用 

県及び市は、民間賃貸住宅を災害時に迅速にあっせんできるよう、体制の整備に努めるもの

とする。また、借上げの円滑化に向け、その際の取扱い等について、あらかじめ定めておくも

のとする。 

 

５ 被災者支援体制の整備 

県及び市は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局を明確化し、地域の実情に応じ、

災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握したうえで、関係者が連携して、被災

者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の仕組み等の整備に努め

るものとする。 

    また、県及び市は、避難所の運営・生活環境向上に取り組む「避難生活支援リーダー／サポータ

ー研修」等の拡充を図るとともに、地域のボランティア人材を把握し、被災地とのマッチングに活

用するデータベースを整備するよう努めるものとする。 

 

 

第８項 避難行動要支援者対策の強化 

 

   風水害時には避難などの行動に困難が生じ、また、避難生活においても厳しい環境に置かれることが

考えられる災害時に配慮が必要な高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者のうち、特に災害時に自ら

避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する避難

行動要支援者に対しては、避難行動要支援者の個別計画に基づき、事前に援助者を決めておくなどの

平常時からの地域における支援体制づくりや、社会福祉施設・病院等の防災対策の充実など防災対策

の推進を図る。 

 

  １ 地域における避難行動要支援者の支援体制づくり 

(１) 地域安心システムの整備 

     平時における住民相互の助け合いや適切なケアシステムの構築が、風水害時における避難行動

要支援者対策にもつながることから、県及び市は、住民相互の助け合いを基調とする地域コミュ

ニティづくりやこれを支える保健医療福祉サ－ビスの連携供給体制を、体系的に整備するよう努

めるものとする。 

 

【地域安心システムのイメ－ジ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(日常的把握、避難誘導) (情報伝達・確認) (情報伝達・確認) 

消防機関等 

避難行動要支援者（高齢者・障害者等） 

（避難誘導等） （情報伝達システム） 

 

福祉サービス事業者等 

行政区等 

（自主防災組織） 

（民生委員等） 
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(２) 避難行動要支援者名簿と支援体制の整備 

ア 避難行動要支援者名簿の作成及び更新 

市は、地域防災計画に基づき、平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動

要支援者名簿を作成するものとする。また、避難行動要支援者名簿については、地域における避

難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、名簿

情報を最新の状態に保つこととし、少なくとも年１回以上定期的に更新するとともに、庁舎の

被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう，名簿情報の適切な管

理に努めるものとする。 

避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、生活の基盤が自宅にあるもののうち、以下の

要件に該当する者とする。 

   【避難行動要支援者の名簿登録要件】 

① 要介護認定を受けている者 

② 身体障害者１・２級（総合等級）の者で第１種を所持する身体障害者 

（心臓、腎臓機能障害のみで該当する者は除く） 

③ 療育手帳Ａを所持する知的障害者 

④ 精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯の者 

⑤ 市で実施する生活支援サービスを受けている難病患者 

⑥ その他市長が特に必要と認めた者 

イ 避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録

するものとする。 

① 氏名 

② 生年月日 

③ 性別 

④ 住所又は居所 

⑤ 電話番号その他の連絡先 

⑥ 避難支援等を必要とする事由 

⑦ 上記に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市が必要と認める事項 

ウ 事前の名簿情報の外部提供 

市は、避難支援に携わる関係者として地域防災計画に定めた消防機関、県警察、民生委員・

児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を得ること

により、または、当該市町の条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供する

とともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避

難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとするその際、名簿情報の漏

えいの防止等必要な措置を講じるものとする。 

エ 情報伝達体制の確立 

市は、避難行動要支援者に対し、確実に情報が伝達できるよう、自治会、自主防災組織、民

生委員・児童委員等を活用した重層的な情報伝達体制の整備確立を図るものとする。 

また、通常の音声・言語による手段では適切に情報が入手できない避難行動要支援者に対し、

その情報伝達に必要な専門的技術を有する手話通訳者及びボランティアなどの派遣・協力シス

テムの整備確立などによる分かりやすい情報伝達体制の整備に努める。 

オ 地域全体での支援体制づくり 

市は、風水害時に、消防機関、県、県警察、家族、自治会、自主防災組織あるいは、民生委

員・児童委員等の協力を得て、避難行動要支援者の安否確認、避難誘導あるいは救助活動が行

えるような体制の整備に努める。 

カ 避難行動要支援者の全体計画及び個別避難計画等の策定 

市、消防機関等は、県が作成した「災害時要援護者支援マニュアル策定指針」を参考に、避

難行動要支援者やその家族が、風水害時にとるべき行動等について、あらかじめ地域の実情に
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応じた避難行動要支援者の全体計画を作成し、防災対策の充実を図る。 

また、市は、地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の下、

福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ等の避難支援等に携わる関係者と

連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成

するよう努めるものとする。この場合、例えば積雪や凍結といった市特有の課題に留意するも

のとする。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップ

の見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じ

て更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じ

ないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

市町は、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画

の作成等にデジタル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

      なお、特に避難行動要支援者の個別避難計画については、作成後も登録者及び計画の内容を、

適宜、更新することにより、実情に応じた実態把握に努めるものとする。 

      市は、地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察、民生委員・児童委員、社会福

祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避

難支援等実施者の同意、または、市の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別避難計画を

提供するものとする。また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の協力

を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を一層図るものとする。その際，個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な

措置を講じるものとする。 

       市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑か

つ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関

係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をするものとする。 

市は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合は、地区

防災計画との整合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な

運用が図られるよう努めるものとする。 

キ 在宅の避難行動要支援者に対する防災知識の普及・啓発及び防災訓練の実施 

市は、避難行動要支援者が災害時に出火防止や円滑な避難を行うことができることにより、

被害をできるだけ受けないよう、講習会の開催、パンフレット、広報誌の配布等避難行動要支

援者の実態に合わせた防災知識の普及・啓発に取り組む。 

さらに、地域における防災訓練については、避難行動要支援者のための地域ぐるみの情報伝

達訓練や避難訓練を実施するものとする。 

また、市は、居宅介護支援事業者や民生委員・児童委員など高齢者、障害者の居宅状況に接

することのできる者が、防災知識の普及を推進する体制を整備する。 

 

  ２ 社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

  (１) 災害に対する安全性の確保 

社会福祉施設、病院等の人命に関わる重要施設の管理者は、施設をあらかじめ災害の危険性の

低い場所に立地するよう考慮するとともに、災害に対する安全性の向上を図るものとする。 

また、発災後72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

  (２) 組織体制の整備 

風水害の発生に備え、社会福祉施設、病院等の管理者は、あらかじめ要配慮者に配慮した防災

関係施設・設備の整備、資機材の配備等に努めるとともに、緊急連絡体制、職員の役割分担・動

員計画、避難誘導等の避難計画を定め、入所者等の安全に万全を期すものとする。 

  (３) 地域の連携 
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社会福祉施設、病院等の管理者は、風水害時に、施設関係者のみでは避難計画に基づく避難誘

導等ができないおそれがあるときは、周辺住民の協力を得られるよう、平常時から連携の強化に

努めるものとする。 

  (４) 緊急保護体制の整備 

  社会福祉施設の管理者は、緊急に施設で保護する必要がある要配慮者の発生に備え、一時入

所措置等の取扱が円滑、的確に行えるよう保護体制の整備を図るものとする。 

(５) 県、市の支援 

県及び市は、社会福祉施設を指導、支援し、風水害時の安全性の確保並びに要配慮者の保護

及び支援のための体制の整備を促進するものとする。 

市は、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じて実施している状況

把握の取組を円滑に行うことができるよう実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要

な対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじめ、検討するよ

う努めるものとする。 

また、市は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困

難となる場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやすい場所に

在宅避難者等の支援のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を検討するよう

努めるものとする。 

さらに、市は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あ

らかじめ、地域の実情に応じ、車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

加えて、市は、保育所が被災した場合に、当該保育所に通う保育が必要な乳幼児等に対し必

要な保育が実施できるよう、他の保育所での受入れ等、必要な調整を行うものとする。 

   

３ 外国人の安全確保対策 

    市は、日本語を理解できない外国人のために、外国語によるパンフレットの作成・配布、防災標

識への外国語の付記等を実施し、防災知識の普及・啓発に努める。 

    また、市及び県は、国等と協力し、研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や生活支

援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズとのマッチングを行う、災害時

外国人支援情報コーディネーターの育成を図るものとする。 

 

４ 避難所の要配慮者対策 

  (１) 指定避難所の整備 

あらかじめ指定避難所として指定された施設の管理者は、施設のバリアフリ－化など、要配慮

者の利用に配慮した施設の整備に努める。 

  (２) 支援体制の整備 

県、市は、避難所における高齢者、障害者等の食事の介助や生活支援物資の供給などの支援体

制を確保するため、福祉関係団体、ボランティアとの連携協力体制の整備に努める。 

  (３) 公的施設等への受入体制の整備 

避難所での生活は、要配慮者には厳しい環境となることが考えられるため、市は、要配慮者及

び避難行動要支援者を指定避難所から福祉避難所へ早期に受入れが可能となるよう、あらかじめ

その体制の整備を進めておく。 

 

 

 

第９項 帰宅困難者への対策 

 



 49 

市は、災害の発生により交通機能が停止し、速やかに帰宅することができない帰宅困難者が発生し

た場合に備え、一時的な宿泊場所、食料、飲料水、トイレ等の提供が可能となるよう、帰宅困難者を

保護できる施設との協定を結ぶなど一時滞在施設の確保に努める。 

 

 

 

第 10項 食料・飲料水及び生活必需品等の調達 

 

風水害時における市民生活を確保し、応急対策活動及び復旧対策活動を迅速かつ円滑に行うために、

外部支援の時期を想定し、各地域の地理的条件等も踏まえながら、県及び市は平常時から連携して、

食料、飲料水、生活必需品等の備蓄に努めるとともに、訓練等を通じて物資の備蓄状況や運送手段の

確認を行うなど調達・輸送体制を確立しておくものとする。 

また、家庭及び企業に対して、備蓄に関する啓発を行うとともに、小口・混載の支援物資を送るこ

とは被災地の負担になることなど、被災地支援に対する知識を整理するとともに、その知識の普及に

努めるものとする。 

 

  １ 確保の役割分担 

   (１) 市民等 

  家庭及び企業は、災害時に持出しできる状態で３日分の食料・飲料水・生活必需品等を備蓄

しておくよう努める。 

  また、家庭においては、高齢者用、乳幼児用、食物アレルギー者用等、家庭の実情に応じた

食料・飲料水・生活必需品等の備蓄を行うとともに、服用している医薬品の情報が確認できる

よう、おくすりノート等の保持に努める。 

   (２) 市 

市は、独自では食料、飲料水、生活必需品等の確保が困難となった場合に備え、食料、飲料

水、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋等の必要な物資について備蓄を行うとともに、

県内外の市町村との相互応援協定のほか、供給可能な業者等との協定の締結など、それら必要

な物資等の調達体制の整備を行うとともに、物資調達・輸送調達等支援システムを活用し、あ

らかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努める。 

なお、市単独での物資の調達が困難と判断した場合、物資調達・輸送調達等支援システムに

より県に対して要請を行えるよう体制を整備する。特に、交通の途絶等により地域が孤立した

場合でも食料・飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送が可能となるよう、無人航空機等の輸

送手段の確保に努めるものとし、国はこれを支援する。 

(３) 県 

県は、市町への支援を目的として、必要な物資の備蓄及び調達体制の整備を行うとともに、

物資調達・輸送調達等支援システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努める。  

なお、県単独での物資の調達が困難と判断した場合、物資調達・輸送調達等支援シ

ステムにより国に対して要請を行えるよう体制を整備する。 

 

  ２ 備蓄方法 

    県及び市は、大規模な風水害が発生した場合には、物資の調達や輸送が平時のようには実施でき

ないという認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄、指

定避難所の位置を勘案した分散備蓄又は流通備蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備

蓄拠点を設けるなどの体制の整備に努める。 

   

３ 食料・飲料水 
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(１) 食料の確保 

食料の品目としては、精米、おかゆ袋、アルファ米、パン、おにぎり、弁当、即席めん、缶

詰、育児用調製粉乳、生鮮食料品等とする。 

ア 精米、乾パン 

 市は、災害時における精米、乾パン等を確保するための計画を策定し、被災者に対し円 滑

に供給できる体制を整備する。 

イ その他の食料 

  県及び市は、パン、おにぎり等のその他の食料について、災害時に、関係団体、民間企業

等に対し、直ちに出荷要請を行うことができるよう、協定の締結など体制の整備を図るとと

もに、調達可能量の把握に努める。 

  また、アレルギーや疾病、育児等によって食に配慮を要する人向けの食品（育児用調製粉

乳等）や栄養バランスに配慮するための生鮮食料品等についても、必要に応じ供給できるよ

う備蓄又は調達を整備する。 

(２) 飲料水の供給 

市及び水道事業者は、相互応援協定の締結等を図り、応急給水用の飲料水（１人１日３リッ

トル）の確保に努め、給水タンク車、ポリ容器などの必要な資機材の整備を図る。 

また、市は、ミネラルウォーターやお茶などのボトル飲料についても、必要に応じて備蓄を

行うものとする。 

  ４ 生活必需品 

    市は、風水害時に被災者に対して供給するため、衣料、寝具その他生活必需品の備蓄に努める。 

また、関係団体や民間企業等に対し、直ちに出荷要請を行うことができるよう、協定の締結など

体制の整備を図るとともに、調達可能量（流通在庫、製造能力など）の把握に努める。 

    市は、平時から訓練等を通じて物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、協定を締結し

た関係団体や民間企業等の災害時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

 

  ５ 医薬品 

    市は、多久・小城地区医師会、地区薬剤師会、医薬品等卸売業者、その他関係団体等と協力し、

医薬品、医療資機材の需給状況を把握するとともに、需給状況から必要と認める場合には、関係団

体等に供給の要請を行えるよう体制を整備する。 

    県は、市町、佐賀県医師会、日本赤十字社佐賀県支部、佐賀県薬剤師会、佐賀県医薬品卸業協会、

佐賀県医療機器協会、その他関係団体等と協力し、医薬品、医療資機材の需給状況を把握するとと

もに、市町から要請があった場合又は需給状況から自ら必要と認める場合は、関係団体等に供給の

要請を行えるよう体制を整備する。 

  

 

 

第 11項 防災訓練 

 

 風水害に対して被害を最小限に食い止めるためには、この計画を熟知し、災害発生時の対応能力を

高め、防災関係機関相互間及び防災関係機関と市民等の間における連絡協調体制の確立や、市民への

防災知識の普及に大きな効果のある防災訓練の不断の実施が必要であり、各防災関係機関及び要配慮

者を含めた地域住民等の地域に関係する多様な主体は、次の防災訓練の実施に積極的かつ継続的に取

り組むものとする。 

大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、実践型の防災訓練を

実施するよう努めるものとする。 
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訓練を行なうにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、被害の想定を明らかにすると

ともに、あらかじめ設定した訓練効果が得られるように訓練参加者、使用する器材及び実施時間等の

訓練環境などについて具体的な設定を行い、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践

的なものとなるよう工夫するものとする。この際、各機関の救援活動等の連携強化に留意するものと

する。 

また、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努めるも

のとする。 

さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、

感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 

 

  １ 県 

(１) 総合防災訓練 

ア 大規模災害の発生を想定し、災害発生直後における県、市町、県警察、消防機関及びその他

の防災関係機関等が実施すべき各種応急対策の実践を通じて、防災対策の習熟と防災関係機関

相互の協力、連絡体制の確立など地域防災計画の検証を行う。 

イ 訓練は次のような項目を実施することとし、地域特性や防災環境の変化に対応した訓練を適

宜取り入れて行なうものとする。また、必要に応じて他県との広域的応援協定に基づく相互の

広域応援訓練も併せて実施するものとする。 

 ① 非常招集及び自主参集、災害対策本部設置、災害情報収集、被害状況調査、広域応援要請 

 ② 火災、救急・救助等の通報、避難、避難誘導（要配慮者を含む。）、救助、救急 

 ③ 地域住民による初期消火、消火、科学消火、林野火災 

 ④ 避難所設置、給水、炊き出し 

⑤ 交通規制、道路等の障害物除去、応急架橋、無線通信 

⑥ 上下水道施設復旧、電力施設応急復旧、電信電話施設応急復旧 

⑦ 救援物資緊急搬送及び受入れ・仕分け等 

    ウ 実施の対応力向上を図るため、図上訓練の導入等、訓練の実施方法や内容等について、適宜

見直していく。 

 

２ 市 

    市は、地域の特性や防災環境の変化に対応した訓練を適宜取り入れて行なうものとする。訓練の

実施にあたっては、国、県、他の市町、消防署、消防団、警察署及びその他の防災関係機関等と連

携して行うよう努める。 

    また、自主防災組織及び地域住民の積極的な参加を促し、防災対策の習熟と防災関係機関相互の

協力、連絡体制の確立を図るものとする。 

 

３ 消防署・消防団 

消防署・消防団は相互協力を図り、自主的に次の訓練を実施する。 

ア ポンプ車及び小型ポンプの操法訓練 

イ 文化財防火訓練をはじめ、様々な火災を想定した火災訓練 

ウ 医療機関、社会福祉施設等における消火、避難、救助、救急訓練  

 

  ４ 防災関係機関 

    それぞれの機関が定めた計画（防災業務計画やあらかじめ自ら定めているその他の計画等）をも

とに、緊急対策、応急対策、復旧対策活動を実施するうえで、円滑な対応がとれるよう訓練計画を

作成し、必要な訓練を実施する。 
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  ５ 事業所、自主防災組織及び住民 

大規模災害が発生した場合において、貴重な人命・財産の安全を確保するためには、市民の協力

が必要不可欠である。 

このため、災害時に的確な行動がとれるよう、様々な機会をとらえて訓練を実施する。 

(１) 事業所（防火管理者）における訓練 

学校等、病院、社会福祉施設、工場、デパート及びその他消防法（昭和 23 年法律第 186 号）

で定められた事業所（施設）の防火管理者は、その定める消防計画に基づき、避難訓練、消火

訓練、通報訓練を実施する。 

   (２) 自主防災組織における訓練 

      各自主防災組織は、地域住民の防災意識の向上及び防災関係機関との連携を図るため、市及

び消防署の指導を受け、訓練を実施する。 

   (３) 市民の訓練 

      市民一人ひとりの災害時の行動の重要性を考慮し、県、市及び防災関係機関が実施する防災

訓練への参加による防災行動の習熟及び防災知識の普及啓発を図るとともに、防災意識の高揚

に努める。 

(４) 地域防災計画に名称及び所在地を定められた者の訓練 

ア 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、地域防災計画に名称及び所在地を定められた

要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、水害や土砂災害が発生する

恐れがある場合における避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘導等の訓練を

実施するものとする。 

イ 浸水想定区域内に位置し、地域防災計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有

者又は管理者は、洪水時の浸水防止に関する計画に基づき、浸水防止活動等の訓練の実施に努め

るものとする。 

 

 

 

第 12項 災害復旧・復興への備え 

    

  １ 災害廃棄物の発生への対応 

  （１）市の災害廃棄物処理計画 

市は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針に基づき、

円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物

（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿など）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺

市町や民間事業者等との連携・協力の在り方について、災害廃棄物処理計画において具体的に示

すものとする。 

 

【風水害時の災害廃棄物処理計画に盛り込む内容】 

① 被災地域の予測 

② 災害廃棄物発生予測量 

③ 仮置場の確保と配置計画・運営計画 

④ 仮設トイレ調達、設置、運営計画 

⑤ 排出ルール（分別）、収集運搬、仮置場、中間処理及び最終処分場等の処理手順（特に最終処分

先の確保） 

⑥ 市で処理が困難な場合を想定した周辺市町との協力体制 
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⑦ 仮置場での破砕・分別体制 

⑧ 収集処理過程における粉じん・消臭等の環境対策 

⑨ 収集運搬車輌とルート計画 

⑩ 災害に備えた資機材の備蓄計画（停電に備え、発電機等を整備したほうが望ましい） 

⑪ 市民への広報（分別排出、仮置場などについて） 

 

（２）県の災害廃棄物処理計画 

県は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針に基づき、

円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、市が行う災害廃棄物対策に対する技術的な援助を行

うとともに、災害廃棄物処理に関する事務の一部を実施する場合における仮置場の確保や災害時

の廃棄物処理体制、民間事業者等との連携・協力の在り方について、災害廃棄物処理計画におい

て具体的に示すものとする。 

（３）大量に生じた災害廃棄物への備え 

県及び市は、大量の災害廃棄物の発生に備え、関係団体と連携して、平常時から広域処理体制

の確立及び十分な大きさの仮置場・処理施設の確保に努めるとともに、広域処理を行う地域単位

で、平時の処理能力について計画的に一定程度の余裕を持たせるとともに処理施設の能力を維持

し、災害時における廃棄物処理機能の多重性や代替性の確保を図るものとする。 

（４）アスベスト使用建築物の把握 

県及び市は、災害発生時に、アスベスト飛散・ばく露防止に係る応急対応を迅速に実施するた

め、平時から建築物等におけるアスベスト使用状況の把握に努める。 

   

２ 各種データの整備保存 

  市は、復興の円滑化のため、あらかじめ、戸籍、住民基本台帳、不動産登記、地籍、公共施設・

地下埋設物等情報及び測量図面等各種データの整備保存並びにバックアップ体制を整備しておく

ものとする。 

また、重要な所管施設の構造図、基礎地盤状況等の資料を整備しておくとともに、資料の被災を

回避するため、複製を別途保存するよう努めるものとする。 

 

３ 罹災証明書の発行体制の整備 

（１）市 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明の交付の

担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締

結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制

の整備に努めるものとする。 

また、建築士等の専門家との協定締結、罹災証明書の様式、交付申請の受付会場をあらかじめ

定めておくこと等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものとする。 

さらに、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検討

するものとする。 

市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当課と応急危険度判定担当課とが非常時の情報

共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や

判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めるものとする。 

（２）県 

県は、市町に対し、住家被害の調査の担当者のための研修会を開催し、災害時の住家被害の調

査の迅速化を図るものとする。また、育成した調査の担当者の名簿への登録、他の都道府県や民

間団体との応援協定の締結等により、応援体制の強化を図るものとする。 
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４ 復興対策の研究 

    県、市及び防災関係機関は、住民コンセンサスの形成、経済効果のある復興施策、企業の自主復

興支援方策、復興過程における住民の精神保健衛生、復興資金の負担のあり方等災害復興対策につ

いての研究を行うものとする。  

 

  

 

第 13項 複合災害対策 

 

国、県、市及びその他の防災関係機関は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、そ

れらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）の発生可能

性を認識し、防災計画、防災業務計画等を見直し、備えを充実するものとする。 

後発災害の発生が懸念される場合には、災害対応に当たる要員、資機材等について、先発災害に多

くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意しつつ、

要員・資機材の投入判断を行うようマニュアル等であらかじめ定めるとともに、外部からの支援を早

期に要請するものとする。 

また、様々な複合災害を想定した机上訓練を行い、結果を踏まえてマニュアル等の見直しに努める

とともに、発生の可能性のある複合災害を想定した要員の参集、合同の災害対策本部の立上げ等の実

動訓練の実施に努めるものとする。 
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第３節 市民等の防災活動の推進 

 

第１項 防災思想・知識の普及 

 

  １ 職員への防災教育の実施 

 風水害時に、この計画に基づく災害応急対策を実行する主体となる防災関係機関の職員は、風水

害に対する豊富な知識が必要であるとともに、適切な判断力が要求される。 

 このため、防災関係機関は、職員に対して、各種の研修等の場を通じて、防災知識の普及、意識

の高揚を図るとともに、必要に応じ災害応急活動のためのマニュアルを作成し、災害への対応力の

向上を図るなど、防災教育の普及徹底を図る。 

(１) 研修会 

   各防災関係機関は、職員に対して、災害対策関係法令の趣旨の徹底と円滑な運用を図るとと

もに、必要に応じて、消防、水防、土木、その他風水害対策に必要な技術の修得を図るための

研修会を実施する。 

(２) 講習会 

   各防災関係機関は、風水害に関する科学的専門的知識の職員への普及を図るため、学識経験

者又は関係機関の専門職員等を講師とした講習会を実施する。 

(３) 現地調査等 

   各防災関係機関の職員は、災害危険地域の現地調査を行い、現状と対策の検討を行うととも

に、防災関係施設、防災関係研究機関の視察等を通じて知識の普及を図る。 

(４) 災害対応マニュアルの周知徹底 

   各防災関係機関は、災害対応マニュアルを作成した場合は、その内容について他の防災関係

機関に通知するとともに、職員に対して内容の周知徹底を図る。 

(５) 防災と福祉の連携 

県及び市は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネ

ジャー）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図るものとする。 

 

  ２ 市民に対する普及啓発、防災学習の推進 

  各防災関係機関は、市民に対して、単独又は共同して、防災の基本である「自らの身の安全は自

らが守る」という自主防災思想や災害予防措置、早期避難、避難方法等の防災知識を普及するため

の学校教育、社会教育の実施に努める。この際、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災

に関するテキストやマニュアルの配布、有識者による研修や講演会、実地研修の開催等に努めるも

のとする。 

    防災知識の普及にあたっては、要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災

時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めることに加え、家庭動物の飼養

の有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努めるものとする。 

 また、過去の災害の教訓を踏まえ、全ての市民が災害から自らの命を守るためには、市民一人一

人が確実に避難できるようになることが必要である。このため、地域の関係者の連携の下、居住地，

職場，学校等において、地域の災害リスクや自分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイア

ス）等の必要な知識を教える実践的な防災教育や避難訓練を実施する必要がある。 

(１) 防災知識の普及・啓発等 

ア 県、市及び防災関係機関は、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成

の促進のため、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するものとする。 

また、災害による人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本となることを踏まえ、

警報等や避難指示等の意味と内容の説明など、啓発活動を住民等に対して行うものとする。 



 56 

イ 県、市及び防災関係機関は、「災害時は差し迫った危機から命を守ることが最優先」であ

り、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大下にあっても避難所への避難を躊躇することが

ないよう、住民に対して啓発活動を行うものとする。 

ウ 県、市及び防災関係機関は、防災週間及び防災関連行事等を通じ、住民に対し、風水害時

のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、次の事項について

普及・啓発を図る。 

（ア）「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレット

ペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車

へのこまめな満タン給油、飼い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼養について

の準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

（イ）警報等発表時や警戒ﾚﾍﾞﾙ４（避難指示）、警戒ﾚﾍﾞﾙ３（高齢者等避難）の発令時にとる

べき行動 

（ウ）大雨の前には自家用車や農業機械を避難させる（ただし、災害の状況によっては、命を

守るため自身の避難を優先させる）」こと 

（エ）様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時に取るべき行動、避難場

所や避難所での行動 

（オ）「災害時における不要不急の外出は控え、仮に外出した後でも、道路の冠水などで少し

でも生命の危険を感じた時には、一度立ち止まり、引き返す勇気も必要」という令和元年

佐賀豪雨災害の教訓化事項 
 

低平地が多い佐賀県の地理的特性から道路冠水が珍しくないため、そこを安易に自動

車で通過しようとする傾向にある。令和元年佐賀豪雨災害でも自動車ごと流されて２

名の尊い命が失われたように、道路冠水時にはクリークや河川との境界が分からなく

なったり、想像以上の流れがあるなど、生命に危険が及ぶ場合があり、このことにつ

いて住民に対して啓発を行っていくことが必要 

（カ）災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、あらかじ

め決めておくこと 

（キ）災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控えること 

（ク）家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の

再建に資する行動 

エ 市及び県は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅，ボランティアの活動場所等において、

被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」

意識の普及、徹底を図るものとする。 

オ 市及び県は、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進に努め

るものとする。 

 (２) 風水害対策パンフレット、チラシ等の作成配布 

   市は、地域の防災対策を的確に進める観点から、浸水想定区域や土砂災害警戒区域など風水

害の発生危険箇所等について調査するなど地域防災アセスメントを行い、地域住民の適切な避

難や防災活動に資するハザードマップ、防災マップ、地区別防災カルテ、平常時の心構えや風

水害時の行動マニュアル等を作成し、住民に配布するとともに、研修を実施するなど、地域の

水害・土砂災害リスクや災害時に取るべき行動等の防災知識の普及に努める。その際、河川

近傍や浸水深の大きい区域については、「早期の立退き避難が必要な区域」として明

示するとともに、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を

促すよう努めるものとする。 

また、ハザードマップ等の配布に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考

慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場
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所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢

としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情

報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

(３) 講習会等の開催 

   市は、防災週間、防災とボランティアの日、防災とボランティア週刊、津波防災の日、水防

月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン等を通じ、各種講演会、イベント等を開

催し、防災、水防、土砂災害防止に関する総合的な知識の普及に努める。 

   なお、県及び市は、各地域における防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継

続的に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図るものとする。 

(４) 報道機関等の活用及び協力要請 

   風水害時における混乱及び被害を最小限に抑えるため、報道機関等の協力を得て、平常時か

ら市民の災害に対する意識の高揚を図る。 

(５) 防災教育等の推進 

学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 

市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災に関する教材（副教材）

の充実、防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。 

特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施

に努めるものとする。 

市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関

わりの中で、一般住民向けの専門的・体系的な防災に関する教育の普及促進を図る。 

（６）避難所の運営 

市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民が主体的

に避難所を運営できるように配慮するよう努める。 

  （７）避難タイムラインの作成 

     県及び市は、大雨等の災害の際に、住民自身やその家族がどのように避難行動をとるか、予め

まとめた「マイ・タイムライン」の作成を促すものとする。 

 

３ 市住民への分かりやすい水害リスクの提供 

市は、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行う契機となるよう、

防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レベルによ

り提供する等、住民が分かりやすい水害リスクの提供に努めるものとする。 

 

 

 

第２項 消防団の育成強化 

 

消防団は将来にわたり、地域防災力の中核として欠くことのできない代替性のない存在として、救

助・救出活動、警戒巡視活動、災害防御活動、避難誘導活動等をはじめとする防災活動において重要

な役割を果たしている。しかしながら、近年の消防団は、団員数の減少や高齢化等の問題を抱えてい

ることから、その育成強化を図る。県及び市は、消防団の育成、強化を図り、地域社会の防災体制の

強化を図る。 

 

１ 消防団員の理解促進 

消防団員の知識・技能等は、地域社会にとって有用であることから、これらを地域社会に広め、

住民の防災に関する意識を高めるとともに、地域住民の消防団活動に対する理解を促進し、消防団
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への参加、協力の環境づくりを進める。 

２ 消防団への参加促進 

消防団への参加者が減少の傾向にあることから、事業所に対する協力要請及び従業員の消防団活

動に対する理解の増進に努めるとともに、女性消防団員の加入促進等に取り組むものとし、地域住

民と消防団員の交流燈を通じ、消防団員がやりがいを持って活動できる環境づくりを進めるよう努

めるものとる。 

 

３ 公務員の消防団への入団促進 

公務員の消防団への入団は、地域住民と深いつながりができ、地域住民との密着性の観点から非

常に望ましいことから、率先して消防団へ参加するよう努めるものとする。 

 

４ 消防団の装備の改善 

消防団の装備は、大規模災害等に備えた安全対策、救助活動、情報通信等の装備について、充実

強化を図るものとする。 

 

５ 消防団員の教育訓練 

地域防災力の中核となる消防団は、様々な役割を期待されていることから、訓練施設の確保、必

要な資格の取得など実践的な教育訓練を受ける機会の充実を図るものとする。 

 

 

 

第３項 水防団及び水防協力団体の育成強化 

 

市及び県は、水防団及び水防協力団体の研修・訓練や災害時における水防活動の拠点となる施設の

整備を図り、水防資機材の充実を図るものとする。また、青年層・女性層の団員への参加促進等水防

団の活性化を推進するとともに、ＮＰＯ、民間企業、自治会等多様な主体を水防協力団体として指定

することで水防活動の担い手を確保し、その育成、強化を図るものとする。 

 

 

 

第４項 自主防災組織等の育成強化 

 

大規模な風水害が発生した場合、防災関係機関の活動は、その機能を十分に果たせなくなり、災害

を受けた地域の全てを救うことができないことも考えられる。 

このような事態に対処するためには、「自ら守る、みんなで守る」という意識のもとに、市民自ら

が、地域社会の中でお互いに協力して、被災者の救出・救護、要配慮者への援助、避難並びに指定緊

急避難場所及び指定避難所での活動を自主的に行うことが要求される。 

このため、市は、行政区などの地域において、住民の連帯意識に基づく自主的な防災組織の育成、

強化を図る。その際には、消防団とこれらの組織との連携等を通じて地域コミュニティの防災体制の

充実を図るものとする。必要に応じて避難場所の開錠・開設開放を自主防災組織で担う等、円滑な避

難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を促進する。 

  

１ 地域住民等の自主防災組織 

市は、地域防災計画に自主防災組織の役割、活動内容等、自主防災組織の育成に関する計画を定

め、これに基づき組織化を図るとともに、防災訓練の実施に努める。 

市は、組織の核となるリーダーを養成するための研修及び情報提供などによる育成強化並びに多
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様な世代が参加できるような環境の整備に努め、これらの組織の日常化、訓練の実施を促進する。

その際には、女性の参加の促進に努める。 

 

 

【自主防災組織の活動例】 

平常時  防災知識の普及 

防災訓練 

区域内危険箇所の把握 

地域の安全点検 

防災資機材の整備・点検 

災害時  出火防止・初期消火 

救出・救護 

避難誘導（避難行動要支援者の援助） 

情報の収集・伝達 

避難所運営の協力 

 

２ 活動拠点及び資機材の充実 

市は、自主防災組織の活動拠点の整備や、救助、救護のための資機材の充実に努める。 

 

 

 

第５項 企業防災の促進 

 

１ 企業の事業継続計画等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・

地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、リ

スクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努める

ものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）を策定・運用するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、損害保険等への加

入や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃

料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業

継続上の取り組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災

活動の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害応急

対策等に係る業務に従事する企業等は、県及び市が実施する企業等との協定の締結や防災訓練の実

施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

また、企業は豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動するこ

とのないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための

適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

    県、市及び各業界の民間団体は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業による

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や事業継続マネジメント（ＢＣＭ）が一層促進されるよう支援人材

の確保等に努める。また、企業のトップから一般社員に至る社員の防災意識の高揚を図り、優良企

業表彰、企業の防災に係る取組みの積極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図る。 

県及び市は、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援

及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全

な発展に向けた条件整備に取り組む。また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、企業に

対し地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 
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県、市及び商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・

減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

２ 要配慮者利用施設の防災体制 

    要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）関係法令等に基

づき、自然災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するものとする。 

さらに、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、地域防災計画に名称及び所在地を定めら

れた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、各法令等に基づき、防災体制に関する事項、避難誘

導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、

水防法に基づき設置した自衛水防組織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づく避

難誘導との訓練を実施するものとする。 

また、作成した計画、訓練の結果及び自衛防災組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項

について市長に報告するものとする。市は、当該施設における洪水時等の適切な避難確保に関する

計画の策定や適切な避難訓練が実施できるよう、必要な指導・助言等行うものとする。 

３ 大規模工場等の防災体制 

浸水想定区域内に位置し、地域防災計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又

は管理者は、防災体制に関する事項、浸水の防止のための活動に関する事項、防災教育・訓練に関

する事項、自衛水防組織の業務に関する事項等に関する計画（以下「浸水防止計画」という。）の

作成及び浸水防止計画に基づく自衛防災組織の設置に努めるものとし、作成した浸水防止計画、自

衛防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。 

また、油や人体・環境等に影響を及ぼす液体等を取り扱う事業所は、「災害による製造業者の油

等流出防止対策」に基づく油等流出防止対策に努めるものとする。 

 

 

 

第６項 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 

 

市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災力の向

上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的

な防災活動の推進に努めるものとする。この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活

動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として防災会議に提案するなど、市と連携して

防災活動を行うこととする。 

市は、市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があ

ると認めるときは、地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。 

市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災計画を

定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とし

た避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努めるものとする。また、

訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

 

 

  

第７項 ボランティア活動の環境整備 

 

   災害時における市民のボランティア活動が円滑に行われるよう平常時から環境整備に努める。 

  １ 防災ボランティア活動の環境整備 

市及び県は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社佐賀県支部、社会福祉協議会、

ボランティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、災害中間支援組織（ボランティア団体・
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ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、

災害時において災害ボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図るものとす

る。 

市は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、地域防災計画等において、災害ボラ

ンティアセンターを運営する者（社会福祉協議会等）との役割分担等を定めるよう努めるものとす

る。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所については、地域防災計画に明記する、相互に

協定を締結する等により、あらかじめ明確化しておくよう努めるものとする。 

市及び県は、行政・ＮＰＯ・ボランティア団体等の三者で連携し、平常時の登録、ボランティア

活動や避難所運営等に関する研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティア活動の受け入れ

や調整を行う体制、防災ボランティアの活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の

情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進す

るものとする。 

市及び県は、社会福祉協議会、ボランティア等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、

がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。 

また、市及び県は地域住民やボランティア等関係機関への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る

広報・周知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

２ ボランティアコ－ディネ－タ－の養成 

 日本赤十字社佐賀県支部、社会福祉協議会その他のボランティア活動支援機関は、災害時のボラ

ンティア活動のあり方、求められるボランティア活動、活動の支援・調整等についての研修会を実

施することにより、ボランティアコ－ディネ－タ－の養成を図る。 

  ３ ボランティア活動支援機関の体制強化 

 県及び市は、日本赤十字社佐賀県支部、社会福祉協議会その他のボランティア活動支援機関と連

携を図りながら、県内のボランティア活動支援機関相互の連絡調整が円滑に行われるように、非常

用電話、ネットワ－ク化したパソコン等の整備を図り、支援機関相互のネットワ－クを構築するた

めの条件整備に努める。 

  ４ 災害ボランティアの活動対象 

 災害時に活動するボランティアを専門的知識・技術や特定の資格を有する者（以下「専門ボラン

ティア」という。）とそれ以外の者（以下「一般ボランティア」という。）に区分し、その主な活

動内容は次のとおりとする。 

区    分 活 動 内 容 

専門ボランティア 

 ・ 被災住宅等応急復旧（建築士、建築技術者等） 

 ・ 建築物危険度判定（建築物応急危険度判定士） 

 ・ 土砂災害警戒区域等の調査（防災・砂防ボランティア等） 

・ 医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、管理栄養士等） 

・ 整骨等（柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師） 

 ・ 福祉（介護福祉士、社会福祉士、介護支援専門員、手話通訳等） 

 ・ 無線（アマチュア無線士） 

 ・ 特殊車両操作（大型重機等） 

 ・ 通訳（語学） 

・ 災害支援（初期消火活動、救助活動、応急手当活動等） 

・ 公共土木施設等の被害状況の把握と対応への助言、支援（防災・砂防

ボランティア） 

 ・ その他特殊な技術を有する者 
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一般ボランティア 

 ・ 救援物資の仕分け、配分、配送 

 ・ 避難所の運営補助 

 ・ 炊出し 

 ・ 清掃 

 ・ 要配慮者等への生活支援 

 ・ その他軽作業 

 

 

 

第８項 災害教訓の伝承 

    

県及び市は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模

災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適切に保

存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する碑石やモニュ

メント等の自然災害伝承碑が持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

市民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。県及び市は、災害教訓の伝承の重要性について

啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等に

より、市民が災害教訓を伝承する取り組みを支援するものとする。
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第４節 防災営農体制の確立 

 

  １ 農地防災施設等の管理 

農地防災施設又は農業水利施設の管理は、その規模、受益形態等に応じて、市、土地改良区等の

受益団体に区分し、一貫した管理体制がとれるよう措置するとともに、県及び市は、各管理主体が

防災上考慮すべき事項について指導し、管理の徹底を図るものとする。 

 

 ２ 営農指導 

  (１) 指導組織 

 風水害による農作物等の被害を最小限にとどめるため、市は、県の専門技術員、改良普及員等と

ともに必要な技術指導を行う。 

  (２) 指導対策 

 市は、気象庁から出される長期予報、１ケ月予報、各種気象警報等に基づき、予想される被害に

対応するため県から出される対策を速やかに伝達し、専門技術員とともに営農指導に努める。また、

地域の実態に応じた技術対策の確立に努める。 

 

 

 

 
農業技術防除センター 

上場営農センター 

農業試験研究センター 

果樹試験場 

茶業試験場 

畜産試験場 

家畜保健衛生所 

（県内３か所） 

地域農業振興センター 

（ 県 内 5 か 所 ） 

農

林

事

務

所 

県

内

６

か

所 

市 農業協同組合 

 

農 家 

生産者支援課 

農業経営課 

園芸農産課 
  

畜 産 課 
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第５節 技術者の育成・確保 

 

  県、市は、災害予防対策及び災害応急対策の円滑な実施に資するため、つぎのような技術者等の育成

を図り、あらかじめ登録しておくものとする。 

 

技 術 者 名 業 務 内 容 

  砂防ボランティア         二次的な土砂災害防止のための技術的支援・通報 

  防災エキスパ－ト       
  公共土木施設や公共建築物等の被害状況の把握・ 

通報、応急対応等への助言、現地対策本部等への支援 

  被災宅地危険度判定士     宅地を調査し、その危険度を判定する技術者 

  手話通訳者               聴覚障害者に対する手話による支援 

 

 

第６節 孤立防止対策計画 

 

  第 1 項 孤立防止対策計画 

 

県及び市は、風水害時に土砂災害等により道路が不通になり、山間部の集落が孤立した場合に備え、

平常時から通信手段や迂回路の確保、避難所の整備、食料品等の備蓄などに努めるものとする。 

また、県及び市は、災害時に交通通信等が途絶して孤立することが想定される地区については孤立

時の状況把握などについて、関係機関が連携し訓練を実施するよう努めるものとする。 

 

１ 市 

(１) 市民との情報伝達が断絶しない通信連絡手段の確立に努める。 

(２) 県との通信連絡手段の確立及び迂回路の確保等の防災対策を推進する。 

(３) 孤立時に優先して救護すべき要配慮者や観光客等一時滞在者の孤立予測について、平素から

把握し、防災対策の整備に努める。 

(４) 孤立予想地域ごとに避難所となり得る学校、公民館等の施設の整備を推進するものとする。 

(５) 孤立地域内での生活が維持できるよう、食料品等の備蓄に努めるとともに、孤立する一時滞

在者に対する備蓄にも配慮する。 

   （６） 孤立が予測される地区については、県や関係機関と連携して孤立時の状況把握などについて

訓練を行うよう努めるものとする。 

 

２ 県 

(１) 災害時の孤立地域を予測し、市との情報伝達が断絶しないよう、移動系の無線機器等の通信

連絡手段の活用を図る。 

(２) 孤立予想地域に通ずる道路の防災対策を市と連携し推進するとともに、林道、農道等の迂回

路確保に配意した整備を推進する。 

 

３ 市民等 

 救援が届くまでの期間、孤立地域の中で互いに助け合えるよう、平素から避難行動要支援者の全

体計画に基づき、避難行動要支援者の把握や食料品等の備蓄などに努める。  
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第３章 災害応急対策計画 

 

第１節 活動体制 

 

  市は、市域に風水害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、災害応急対策を迅速かつ効果的に

実施するため、以下の計画によりその活動体制を確立する。 

 

  第１項 市の活動体制 

 

   市は、市域に風水害が発生した場合、又は風水害に関係する警報等の伝達を受けるなどその発生の

恐れがある場合には、その責務と処理すべき業務を遂行するため、災害対策本部等を設置し、必要な

職員を動員配備する。 

 

  １ 災害情報連絡室 

(１) 設置基準及び廃止基準 

 ア 設置基準 

「災害対策本部」を設置するまでに至らない程度であって、次に掲げる場合。 

  ① 市内に、気象業務法に基づく暴風雪、暴風、大雨、大雪又は洪水の各警報が発表された場

合（自動設置） 

② 市内で災害が発生、又は災害が発生するおそれがあり、防災安全課長（不在の場合は、消

防防災係長）が必要と認める場合 

③ 災害が発生し災害応急対策が必要だが、災害対策本部に至らない程度の災害であると判断

した場合 

 イ 廃止基準 

  ① 災害対策本部が設置されたとき。 

  ② 災害の危険が解消したとき。 

(２) 所掌事務 

災害に関する情報収集、防災関係機関等との相互連絡及び調整 

(３) 構成及び配備要員 

防災安全課、情報収集が必要となる課で構成し、災害情報連絡室の要員は、防災安全課長、

情報収集が必要となる課の課長があらかじめ選任した者をもって構成する。 

災害情報連絡室長は、防災安全課長をもって充て、防災安全課長が不在のときは、消防防災

係長が代理する。 

(４) 配備要員の動員 

配備要員は、災害対策連絡室の設置の伝達を受けた場合、あるいは各警報の発表を知った場

合は、勤務時間中は直ちに、勤務時間外は速やかに登庁し、所定の場所で配備につくものとす

る。                          

(５) 勤務時間外の通報連絡 

   警備員は、県からの警報又は災害発生の情報を受信したときは、直ちに電話等により防災安

全課長、消防防災係長、防災安全課員に連絡する。 

(６) 体制                            

「災害情報連絡室」は、予想される災害の種類、規模等に応じて、次の体制とする。 
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【配備体制】 

種別 配備内容 配備時期 

災害情報連絡室 

防災安全課長を室長とし、関係する

課の要員を充て、情報連絡活動を円

滑に行う体制を構築する。 

１ 各警報が発令され、災害が発生す

る恐れがある場合 

２ 異常現象等により災害が発生す

る恐れがある場合 

 

 

【組織体制】             

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 災害対策本部（以下「本部」という。） 

(１) 設置基準及び廃止基準 

 ア 設置基準 

 市内に、風水害による甚大な被害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、市長（不在

のときは、副市長、防災安全課長の順）が必要と認める場合。 

 イ 廃止基準 

  ① 予想された災害の危険が解消したと市長（不在のときは、副市長、防災安全課長の順）が

認めたとき。 

  ② 災害発生における応急措置が概ね完了したと市長（不在のときは、副市長、防災安全課長

の順）が認めたとき。 

(２) 所掌事務 

市域に係る災害予防及び災害応急対策の実施。 

災害が発生するおそれがある段階における事前避難の実施に関する検討及び災害救助法適

用に関する調整。 

(３) 設置場所 

市役所庁舎３Ｆ「防災安全課」に置く。ただし、災害の規模が大きい場合は、市役所庁舎４

Ｆ「大会議室」に置く。 

(４) 指揮命令系統 

市長が不在又は事故にあった場合には、副市長、防災安全課長の順に指揮をとり、指揮命令

系統を確立する。 

(５) 組織 

災害対策基本法第２３条の規定による本部の組織及び編成は、次のとおりとする。 

防災行政無線 等 
県消防防災課 

各防災関係機関 

防災安全課 

関係課 

消防団 

関係団体及び主要
施設の管理者等 

 

 

市 

 

 

民 

市長 

副市長 

市災害情報連絡室 
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  【災害対策本部組織表】 

本部長　　 市長

副本部長 副市長

本部統括

防災安全課長

※本部付け

教育長

監査委員会事務局長

議会事務局長

市立病院長

多久消防署長

多久市消防団長

支部（納所・東多久・南多久・多久・西多久・北多久）

教育対策部

部　長 教育振興課長

副部長 人権･同和対策課長

文教対策班 班長
教育振興課課長補

佐

応急教育班 班長 学校教育課長

応急対策班 班長
課長補佐

農村整備係担当

まちづくり対策部 支援物資班 班長 商工観光課長

部　長 都市建設課長

副部長 農林課長
施設維持班 班長

課長補佐

契約検査係担当

医療班 班長 市立病院事務長

くらし対策部

部　長 福祉課長

副部長 会計課長

要配慮者対策班 班長
高齢・障害者

支援課長

健康対策班 班長 健康増進課長

被災者支援班 班長

情報政策課長

市民課長

環境対策班 班長 環境課長

渉外・経理班 班長 財政課長

支部対策班 班長
総合政策課長補佐

（企画）

多

久

市

災

害

対

策

本

部

災

害

対

策

本

部

会

議

総務対策部 総務班 班長

調査班 班長

広報班 班長

消防防災係長

部　長 総務課長

副部長 総合政策課長
税務課長
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 (６) 各部・各班の分掌事務 

部名 班名 分 掌 事 務 

総務対策部 

 

総務班 

 

１ 災害応急対策の総合調整及び推進に関すること  

２ 災害対策本部会議に関すること 

 ３ 県及び防災関係機関等への情報の提供、連絡に関すること 

 ４ 防災会議及び関係機関との調整に関すること 

５ 国及び県の職員派遣要請等に関すること 

６ 災害現場における消防・水防活動の実施に関すること 

７ 消防団への指示等に関すること 

 ８ 自衛隊の災害派遣要請に関すること 

 ９ 自衛隊の活動状況の把握及び連絡に関すること 

 10 避難の指示、勧告等に関すること 

11 防災行政無線に関すること 

 12 警戒区域の設定等に関すること 

13 配備要員の動員に関すること 

14 孤立地域の対策に関すること 

15 災害救助法の適用に関すること 

16 被災者生活再建支援制度に関すること 

17 他の部署の所掌に属さないこと 

調査班 

 

１ 災害状況の調査に関すること 

２ 各部の活動状況の調査・把握に関すること 

３ 災害に関する写真の撮影に関すること 

４ 住家被害認定調査に関すること 

５ 罹災証明書の交付に関すること 

広報班 １ 公共ネットワーク等の復旧・整備に関すること 

２ 災害情報の提供に関すること 

３ 報道機関等の対応に関すること 

４ 各種支援等に関する住民への周知に関すること 

５ 収集した情報の整理・記録に関すること 

６ 災害報告書の受付に関すること 

 渉外・経理班  

  

 １ 災害対策費の予算措置に関すること 

２ 災害対策関係資機材の調達に関すること  

３ 応援機関の活動拠点に関すること 

 ４ 市民の応急動員に関すること 

５ 物流物資の確保に関すること  

６ 義援金の受付、保管、配分に関すること 

 支部対策班 １ 避難所の開設・運営に関すること 

２ 支部の連絡・調整に関すること 

３ 支部への支援に関すること 

くらし対策部  被災者支援班  １ 被災者に対する支援に関すること 

２ ボランティアの受入に関すること 

３ その他市民生活に関すること 

環境対策班 １ 清掃・防疫に関すること 

２ 遺体の捜索、収容処理計画及び実施に関すること 

３ 避難に伴う家庭動物対策に関すること 

４ 上下水道施設の維持管理に関すること 

５ 災害廃棄物に関すること 
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 要配慮者 

対策班 

１ 避難行動要支援者の避難、救助に関すること 

 ２ 民生対策に関すること 

 ３ 要配慮者施設に関すること 

 ４ その他要配慮者に関すること 

 健康対策班  １ 被災者の応急救護に関すること 

 ２ 避難者の健康管理に関すること 

３ その他被災者の救護に関すること 

 医療班  １ 傷病者に対する医療活動に関すること 

 ２ 救護所の設置に関すること 

３ 医師会等関係機関との連絡調整に関すること 

まちづくり 

対策部 

 支援物資班 １ 応急食料、支援物資の供給に関すること 

２ 応急資材の配給に関すること 

 施設維持班  １ 道路、橋りょう等の施設の維持管理に関すること 

２ 水閘門、樋門及び排水機場の維持管理に関すること 

３ 農林施設の維持管理に関すること 

応急対策班   １ 被災施設の応急復旧に関すること 

 ２ 危険箇所の確認・調査に関すること 

 ３ 市道等の通行止めに関すること 

教育対策部 文教対策班 １ 教育施設の使用（避難所）に関すること 

２ 学校施設、社会教育施設の維持管理に関すること  

応急教育班 １ 被災児童及び生徒の応急教育に関すること 

２ 被災児童及び生徒の健康管理に関すること 

支部 支部  １ 支部管内の被害状況の確認に関すること 

 ２ 避難者の受入・対応に関すること 

 ３ 自主防災組織との連携に関すること 

 

   (７) 現地派遣隊 

災害対策本部長（市長）は、必要があると認める場合は、現地派遣隊を編成し、災害現場に

出動して対策を講ずる。 

(８) 配備体制及び配備要員 

      本部は、被害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策の迅速かつ強力な推進を図

るため、次による配備体制を整えるものとし、本部長（市長）が定める。 

    

   【配備体制】  

  第１配備     

  （警戒体制）  

  第２配備     

  （出動体制）  

  第３配備     

  （非常体制） 

各対策部の要員をあて情報連絡

活動を円滑に行う体制 

庁内各課、係及び各委員会の要

員をあて事態の推移により速や

かに第３配備体制に切り換える

ことができる体制 

各関係機関職員の全員をあて状

況により直ちに活動を開始でき

る体制 

風水害による甚大な被害が発生

するおそれがある場合 

局地的に風水害が発生した場合 市内全域または局地的に甚大な

風水害が発生した場合 
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 【配備要員】    

対策部名 対策班名 第１配備 第２配備 第３配備 

各対策部  部長 部長・副部長 部長・副部長 

総務対策部 総務班 ４名 ６名 

全員 

 調査班 １名 ２名 

 広報班 １名 ２名 

 渉外・経理班  ２名 

 支部対策班 １名 １名 

くらし対策班 被災者支援班 １名 ２名 

 環境対策班 １名 ４名 

 要援護者対策班 １名 ４名 

 健康対策班  ３名 

 医療班  ２名 

まちづくり対策部 支援物資班 １名 ３名 

 施設維持班 各施設１名 各施設＋２名 

 応急対策班 ２名 ４名 

教育対策部 文教対策班  ２名 

 応急教育班  ２名 

支部 各支部 各支部３名 各支部４名 

    注 配備要員の人員は、必要に応じ本部長が増減することができる。 

 

 (９) 配備要員の動員 

 配備体制に基づく配備要員の動員は、次によるものとする。 

ア 配備の伝達 

配備要員の動員は、次により伝達する。 

 ① 勤務時間中は、総務対策部総務班が庁内放送、電話及び防災メール等を通じて伝達する。 

 ② 勤務時間外（休日等を含む。）の場合は、防災メール、電話、その他最も迅速な方法により、

次の系統に従い伝達する。  
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   【時間外の連絡体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 非常連絡員 

      各対策部長は、配備体制に基づき、部内の配備要員の動員を円滑にするため、非常連絡員を

次のとおり定める。   

区   分 
非 常 連 絡 員 

正 副 

総務対策部 総合政策課長 総務課庶務担当課長補佐 

税務課庶務担当課長補佐 

情報課庶務担当課長補佐 

財政課庶務担当課長補佐 

総合政策課庶務担当課長補佐 

くらし対策部 会計課長  市民課庶務担当課長補佐 

 環境課庶務担当課長補佐 

 高齢・障害者支援課庶務担当課長補佐 

 健康増進課庶務担当課長補佐 

 市立病院事務局次長 

まちづくり対策部 農林課長 商工観光課庶務担当課長補佐 

都市建設課庶務担当課長補佐 

農林課庶務担当課長補佐 

 教育対策部 人権・同和対策課長  教育振興課庶務担当課長補佐 

学校教育課庶務担当課長補佐 

人権・同和対策課庶務担当課長補佐 

※課長補佐を置かない課にあっては、主管係長 

   ※庶務担当課長補佐が各支部員に配置されている場合、代わりの者で対応する。 

ウ 非常参集 

全職員は、勤務時間外に災害対策本部が設置され、第３配備の体制をとる旨伝達を受けた場合、

あるいは市内に風水害が発生し、電話連絡がとれない場合は、災害対策活動に従事するため、直

ちに、登庁し、所定の場所で配置につくものとする。 

  (10) 職員の応援 

  災害状況の推移等により各班の災害対策実施要員が不足するときは、次の措置を講じる。 

ア 余裕のある他の班から応援を求める。 

関係機関 

発見者等 

ＮＴＴ 
西日本 

消防署 

警
備
員
・
防
災
安
全
課
職
員 

  

警
備
員 

本部長 

（市長） 

副本部長 
（副市長） 

対策本部統括 
(防災安全課長) 

総務対策部長 
（総務課長） 

非
常
連
絡
員 

各対策部長 

各班長 

各班員 
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イ 災害対策基本法第67条の規定により他の市町村に対して応援を求めるとともに必要に応 じ、 

法第68条の規定により県に対して職員の派遣を要請する。 

 

(11) 業務継続性の確保 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなる

ことから、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等に当たっては、少なくとも首長不在時の明確な代行

順位及び職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料

等の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ

並びに非常時優先業務の整理について定めておくものとする。 

 

 ３ 緊急初動班の設置 

(１) 緊急初動班の設置 

勤務時間外において、風水害により電話が途絶した状況の中で災害対策本部が設置された場

合は、機能するようになるまでの間、必要に応じ、災害対策本部統括（まちづくり対策部にあ

っては、まちづくり対策部長）の指示により、緊急初動班を設置する。 

緊急初動班長は、総務対策部総務班長（消防防災係長）をもってあて、臨機に対応する。 緊

急初動班長は、災害対策本部統括と緊密に連絡をとりながら、緊急初動班を指揮する。 

(２) 緊急初動班要員の確保（電話途絶時） 

あらかじめ指定された緊急初動班の要員は、大規模な風水害を感知し、電話が途絶している

ことを確認した場合には、直ちに登庁し、緊急初動班の活動に当たる。 

災害発生後１時間以内に、緊急初動班の要員として、概ね２０名を確保する。 

(３) 緊急初動班の設置場所 

緊急初動班は、災害対策本部を設置する場所に置く。 

(４) 緊急初動班の業務 

緊急初動班は、次の業務を行う。 

ア 通信機材の確保 

① 防災行政無線の稼動確認 

② 携帯用テレビ、ラジオ、スマートフォン等の調達 

イ 情報の収集 

① 警察署、消防署、市民その他からの情報収集 

② テレビ、ラジオ、スマートフォン等による情報収集 

③ 職員が登庁時に集めた情報の収集 

    ウ 関連施設の点検報告 

エ その他緊急に必要な事項 

① 県への連絡 

② 各対策部長及び配備要員の確保 

③ 本庁舎の電気、給水施設等の点検 

 

  ４ 多久市水防本部 

 水防本部の組織に関しては、水防法第３２条の規定により定めた「多久市水防計画書」による。

ただし、災害対策本部が設置されたときは、その組織に統合されるものとする。 
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第２節 災害発生直前対策 

 

  風水害については、気象・水象情報の分析により災害の危険性をある程度予測することが可能なこと

から、被害を軽減するためには、情報の伝達、適切な避難誘導、災害を未然に防止するための活動等、

災害発生直前の対策を迅速かつ的確に行う必要がある。 

 

第１項 警報等の伝達 

  国及び県は、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報を、警報レベルとの関係が明確になる

よう、５段階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避難判断等を促すものとする。 

なお、防災気象情報の提供にあたり、参考となる警戒レベルも併せて提供するものとする 

 

１ 風水害に関係する警報等の種類 

（１）気象関係 

ア 特別警報、警報、注意報 

    イ その他の注意報 

      雷注意報、なだれ注意報、着氷・着雪注意報、融雪注意報、濃霧注意報、乾燥注意報、低温

注意報、霜注意報 

    ウ その他の情報 

      土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報、顕著な大雨に関する気象情報、竜巻注意情報、

佐賀県気象情報、早期注意情報（警報級の可能性）、キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分

布） 

(２) 指定河川の洪水情報 

国土交通省及び気象庁が共同で行う洪水予報 

指定河川 六角川水系 牛津川 

（３）洪水予報の種類 

洪水警報 氾濫発生情報、氾濫危険情報、氾濫警戒情報 

洪水注意報 氾濫注意情報 

 

(４) 水防関係 

ア 水防警報 

国土交通省又は県が指定する河川において、洪水の発生が予想される場合、国土交通省出先

機関又は県が水防上必要と認め、発する警告。 

イ 水防情報 

水位の昇降、滞水時間及び最高水位とその時刻等水防活動上必要な事項であって、関係機関

に発するもの。 

(５) 土砂災害警戒情報等の周知 

市が防災活動や住民等への避難指示等の対応を適時適切に行えるよう支援するとともに、住

民自らの避難の判断等にも参考となるよう、国と県は次の情報を発表する。 

特別警報 
暴風雪 

特別警報 

暴風 

特別警報 

大雨 

特別警報 

大雪 

特別警報 
 

警 報 
暴風雪 

警報 

暴風 

警報 

大雨 

警報 

大雪 

警報 

洪水 

警報 

注意報 
風雪 

注意報 

強風 

注意報 

大雨 

注意報 

大雪 

注意報 

洪水 

注意報 
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これらの情報を、県は、一斉指令システム等により市へ伝達する。 

市は、関係機関の協力を得ながら、防災行政無線や広報車、携帯電話の緊急速報メールなど

保有するあらゆる手段を活用し、住民に対し迅速かつ的確に伝達する。 

ア 土砂災害警戒情報 

大雨による土砂災害の危険度が高まった場合、佐賀地方気象台及び県は共同して土砂災害警

戒情報を発表する。 

イ 土砂災害緊急情報 

大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術が必要な場合は国が、

その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域と時期に関する情報（土砂災害緊

急情報）を市へ通知すると共に一般に周知する。 

 

２ 警報等の伝達 

市は、次の系統により、風水害に関する警報等の伝達を受けるとともに、必要に応じ迅速かつ

的確に市民等へ伝達するものとする。 

その際、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確

にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応した

とるべき避難行動が分かるように伝達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努

めるものとする。 

道路管理者は、降雨予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早く交通規制予告

を発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、

迂回経路等を示すものとする。また、降雨予測の変化に応じて予告内容の見直しを行うものとする。 

（１）気象関係（平常時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）気象条件（時間外） 
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賀
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県危機管理防災課 
(佐賀県一斉指令
システム等) 
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武雄河川事務所 

ＮＴＴ西日本 

関係機関 

団体 

多久市 
防災安全課 

各対策部 

各委員会等 

嘱託員 
自主防災組織 
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関係出先機関 

学校等出先機関 

 
市民 
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佐賀県 
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システム） 
関係機関 

警備員 
防災安全
課職員 

災害対策本部 
統括 
（防災安全課
長） 

各対策部 

市長 
 
副市長 

必要に応じて 
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第２項 避難誘導 

 

  １ 警戒活動 

 県及び市は、風水害の発生のおそれがある場合には、風水害に関係する警報等に十分注意し、河川管

理者、水防団等と連携を図りながら浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の警戒活動を実施する。特に、

台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のおそれ

がなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努めるものとする。 

 

２ 適切な避難誘導 

警戒活動の結果、危険と認められる場合には、避難指示を実施する者は、躊躇せず、時機を失す

ることなく、行うものとする。この場合は、避難行動要支援者に十分配慮し、早目に避難指示等の

情報伝達、避難誘導、安否確認を実施するなど適切な措置を取るものとする。 

また、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確にす

ること、対象者ごとにとるべき避難行動が分かるように伝達することなどにより、市民の積極的な

避難行動の喚起に努めるものとする。 

さらに、市は、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがかえって危険を伴

う場合等やむを得ないと市民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内

安全確保」を行うべきことについて、市民等への周知徹底に努めるのとする。 

 

３ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 

    市は、災害が発生するおそれがある場合には、必要に応じ、指定緊急避難場所及び指定避難所を

開設し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。必要があれば、あらかじめ指定した施設以外の

施設についても、管理者の同意を得て避難所として開設するものとする。 

 

４ 住民への避難指示等の伝達 

    住民への避難指示等の伝達に当たっては、防災行政無線を始めＬアラート（災害情報共有

システム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急

速報メール機能を含む。），ワンセグ等のあらゆる伝達手段の複合的な活用を図り、

対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。 

 

５ 住民への周知 

    避難誘導に当たっては、市は、指定緊急避難場所、避難路、浸水区域、土砂災害危険箇所等の存

在、災害の概要その他避難に資する情報の提供に努めるものとする。 

 

６ 市に対する助言 

防災関係機関は、市から求めがあった場合には、避難指示等の対象地域、判断時期等について助

言するものとする。 

また、県は、時機を失することなく避難指示等が発令されるよう、市に積極的に助言するものとする。

さらに、市町は、避難指示等の発令に当たり、必要に応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技

術的な助言等を活用し、適切に判断を行うものとする。 

 

 

 

第３項 災害未然防止活動 

 

   水防管理者（市）は、水防計画に基づき、河川堤防の巡視を行い、水防上危険と思われる箇所につ

いて応急対策として土のう積みなど水防活動をする。また、必要に応じて、委任した民間事業者によ

り水防活動を実施する。 
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   河川管理者及び農業用用排水施設管理者等は、洪水の発生が予想される場合には、ダム、せき、水

門等の適切な操作を行うものとし、この際必要と認める場合には、あらかじめ必要な事項を市及び警

察署に通知するとともに、一般に周知するものとする。 

  県及び市は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを

用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設で

きるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続きを関係者間で共有するなど備蓄物資の提供

を含め、速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

県及び電気事業者等は、大規模な災害発生のおそれがある場合、それぞれが所有する電源車、発電

機等の現在時点の配備状況等を確認のうえ、リスト化するよう努めるものとする。 
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第３節 災害情報の収集・連絡、報告 

 

  防災関係機関は、風水害時において、応急対策活動を円滑に実施するために必要な災害情報を積極的

に収集し、また収集した情報を県及び他の防災関係機関に迅速、的確に連絡するものとする。 

  また、県、市は、法令等に基づき、被害状況等を国に報告する。 

 

第１項 収集する災害情報の種類 

 

市が収集する災害情報は、時間の経過に応じて、次のとおりとする。 

 

【第１段階】 緊急災害情報（被害規模を推定するための情報） 

１ 画像情報 

(１) 画像伝送システムによる情報 

(２) 国土交通省等の設置するカメラからの情報 

(３) 電子メールによる情報 

 

２ 主要緊急被害情報 

(１) 概括的被害情報（人的被害、住家・建築物の被害状況、火災・土砂災害の発生状況等） 

(２) ライフライン被害の範囲 

(３) 医療機関へ搬送された負傷者の状況 

(４) １１９番通報が殺到する状況 等 

 

【第２段階】 被害情報（対策を機能的・効率的に進めるための情報） 

(１) 人的被害（行方不明者の数を含む。） 

(２) 住家被害 

(３) ライフライン被害 

(４) 公共施設被害 

(５) 農林、商工被害（企業、店舗及び観光施設等の被害）等 

 

【第３段階】 対策復旧情報（被災者及び防災関係機関の対応に必要な情報） 

(１) 応急対策の活動状況 

(２) 災害対策本部の設置、活動状況等    

 

                災害情報 

 

 

    緊急災害情報   被害情報     対策復旧情報 

 

 

 

第２項 災害情報の収集、共有 

 

  １ 災害情報の収集 

 市は、可能な限りの手段を講じて災害情報を収集する。特に、風水害の規模を早期に把握するた

めに必要な緊急災害情報については、迅速に行うよう努める。 
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(１) 参集途上職員による緊急災害情報の収集 

   職員は、参集途上中にデジタルカメラや携帯電話（カメラ機能付）で周囲の被災状況を撮影

し、参集後、所属の長に報告する。報告を受けた所属長は、防災安全課長（災害対策本部統括）

に撮影された映像を添付し報告するものとする。 

(２) その他の機関からの情報 

   市は、防災関係機関からの情報の他に、必要に応じて、報道機関や市民等から得られる情報

も活用するものとする。 

(３) 情報の共有 

国、県、市その他の防災関係機関は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な意思決定

を行うために、関係機関相互で連絡する手段や体制を確保し、緊密に連絡をとること、関係機

関で連絡調整のための職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、

意見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努めるものとする。 

 

 

第３項 災害情報の連絡 

  

市は、収集した災害情報を、次により県（災害対策本部等）に対し、迅速かつ的確に連絡するとと

もに、必要に応じ、防災関係機関に対し、連絡する。 

災害情報の連絡に当たっては、防災行政無線、電話、ファクシミリ、電子メール等の最も迅速かつ

確実な方法により行うものとする。 

さらに、必要に応じ、デジタルカメラ、カメラ付き携帯電話及びビデオ等を活用し、画像情報の連

絡に努めるものとする。 

県は、防災関係機関から連絡があった災害情報及び自ら収集した災害情報について、必要に応じ、

防災関係機関に対し、連絡する。 

国から「防災画像情報の相互提供に関する協定」により提供された画像情報は、「防災画像情報の

相互提供に関する申し合わせ」により、必要に応じ県（現地機関を含む）、市、消防本部（佐賀広域

消防局含む）及び県警察本部へ配信する。 

 

 

  【情報収集・連絡系統図】  

 〈被害・対策の状況〉   

多

久

市

（

災

害

対

策

本

部

等

） 

 

佐

賀

県

（

災

害

対

策

本

部

等

） 

① 人的被害、住家被害、 
  火災状況 

市民、区長、自主防災組織、警
察署、消防署、その他 

  

② 道路状況 市民、区長、自主防災組織、道
路管理者、郵便局、その他 
(国土交通省出先機関) 
(西日本高速道路株式会社) 
(佐賀県道路公社) 

  

③ 堤防・護岸施設の状況 市民、区長、自主防災組織、河
川管理者、郵便局、その他 
(国土交通省武雄河川事務所) 

  

④ ライフライン、輸送機関の 
  状況 

市民、区長、水道事業者、下水
道管理者、電気通信事業者、九
州電力㈱、その他 
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⑤ 文教関係施設の状況 学校等、福祉施設 
県立施設、民間施設、その他 

  

⑥ 住民避難、避難所の設置・ 
  運営救援物資の状況 

市民、区長、自主防災組織、そ
の他 

  

⑦ ボランティアの受入れ状況、 
  要配慮者の状況 

市民、自主防災組織、社会福祉
協議会、民生委員、その他 

  

⑧ 施設以外の被害状況 
  応急対策の実施状況 

市民、区長、自主防災組織、各
防災機関、郵便局、その他 

 

 

 

第４項 被害状況等の報告 

 

   県、市及び消防署は、災害対策基本法、災害報告取扱要領（昭和４５年４月１０日付け消防防第２

４６号）及び火災・災害等即報要領（昭和５９年１０月１５日付け消防災第２６７号）に基づき、国

に対し、被害状況等を報告する。 

   なお、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については、県が一元的に集約、調整を行う。

その際、県は、警察・消防など関係機関が把握している情報を積極的に収集し、一方、関係機関は

県に連絡するものとする。被害情報が得られた際は、県は、関係機関との連携のもと、整理・突合・

精査を行い、国へ報告する。 

また、県は、人的被害の数について広報を行う際には、市と密接に連携しながら適切に行う。 

市は、要救助者の迅速な把握のため、行方不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情

報収集を行うものとする。 

県は、要救助者の迅速な把握による救助活動の効率化・円滑化のために必要と認めるときは、市と

連携の上、行方不明者の氏名等を公表し、その安否情報を収集・精査することにより、速やかな行方

不明者の絞り込みに努めるものとする。 

 

  １ 報告責任者 

 災害情報は、災害対策上極めて重要なものであるから、防災関係機関は、報告責任者を定め、数

字等の調整を含め、責任を持った報告をするものとする。 

 

  ２ 報告の要領 

(１) 報告の種類等 

種  類 報 告 す る 情 報 時    期 

 被害概況即報  緊急災害情報                              

 主要緊急被害情報 

   ○ライフライン被害の範囲 

   ○医療機関へ来ている負傷者の状況 

   ○１１９番通報が殺到する状況 等 

 災害の覚知後直ちに 

 被害状況即報  被害情報                                  

   人的被害、住家被害、ライフライン被害等 

 対策復旧情報 

   (１) 応急対策の活動状況 

   (２) 災害対策本部の設置、活動状況 

 逐次 
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 災害確定報告  被害情報                                  

   人的被害、住家被害、ライフライン被害等 

 対策復旧情報 

   (１) 応急対策の活動状況 

   (２) 災害対策本部の設置、活動状況 

 応急対策を終了した後 

 ２０日以内 

 

(２) 報告を必要とする災害の基準 

災害対策基本法第５３条第２項の 

規定に基づき、県が内閣総理大臣 

に報告するもの 

  災害対策基本法第５３条第１項 

  の規定の基づき、市が県に報告 

  できずに、内閣総理大臣に報告 

  する場合も含む。       

 ア 県において災害対策本部を設置した災害 

 イ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて

特に報告の必要があると認められる程度の災害 

 ウ ア又はイに定める災害になるおそれのある災害 

火災・災害等即報要領に基づき、 

消防庁（長官）に報告するもの 

 

※ 基準に該当する災害が発生す

るおそれがある場合を含む 

【一般基準】 

ア 災害救助法の適用基準に合致する災害 

イ 県又は市町が災害対策本部を設置した災害 

ウ ２県以上にまたがるもので、１の県における被害

は軽微であっても、全国的に見た場合に同一災害

で大きな被害を生じている災害 

エ 気象業務法第 13 条の2 に規定する特別警報が発

表された災害 

オ 自衛隊に災害派遣を要請した災害 

 【個別基準】 

ア 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又

は住家被害を生じた災害 

イ 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等

により、人的被害又は住家被害を生じた災害 

ウ 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住

家被害を生じた災害 

【社会的影響基準】 

上記のいずれにも該当しないものの、報道機関に大き

く取り上げられる等社会的影響度が高い災害 

災害報告取扱要領基づき、消防庁 

（長官）に報告するもの 

ア 災害救助法の適用基準に合致する災害 

イ 県又は市町が災害対策本部を設置した災害 

ウ 当初は軽微であっても、２県以上にまたがるも

ので、１の県における被害は軽微であっても、

全 国的に見た場合に同一災害で大きな被害を

生じている災害 

エ 被害に対して、国の特別の財政援助を要する災害 

オ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等から

みて報告する必要があると認められる災害 

     災害対策基本法に基づき県又は市が行う内閣総理大臣への被害状況等の報告は、災害報告 

 取扱要領又は火災・災害等即報要領に基づき行う消防庁（長官）への報告と一体的に行うも 

 のであり、報告先は消防庁である。 
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(３) 報告の要領 

 ア 被害概況即報 

（ア）初期的なもので、被害の有無及び程度の概況についての報告とし、正確度よりも迅速度を

旨とし、全般的な状況を主とするもので、佐賀県防災ＧＩＳの災害報告機能によるもの及び

様式（県災害対策運営要領）に基づく内容とし、 災害覚知後直ちに、市は、県関係出先機関、

県各部局（各対策部）を経由して、県（消防防災課〔統括対策部〕）に報告する。 

  ただし、県関係出先機関、県各部（各対策部）に報告できない場合は、直接県（消防防災

課〔統括対策部〕）に報告する。 

    （イ）県（消防防災課〔統括対策部〕）は、市、防災関係機関及びその他機関からの報告（緊急災害

情報）及び自ら収集した情報等を整理して、消防庁へ報告する。また、必要に応じ、関係省

庁及び関係地方公共団体にも連絡する。 

（ウ）死者又は行方不明者が生じた災害が発生した場合、市町は、第１報を県に加え、直接消防

庁に対しても 

 イ 被害状況即報 

 （ア）被害状況の判明次第、逐次報告するもので、佐賀県防災ＧＩＳの災害報告機能によるもの

及び様式（県災害対策運営要領）に基づく内容とし、市は、県関係出先機関、県各部局（各

対策部）を経て、県（消防防災課〔統括対策部〕）に報告する。 

ただし、県関係出先機関、県各部局（各対策部）に報告できない場合は、直接県（消防防

災課〔統括対策部〕）に報告する。 

（イ）県（消防防災課〔統括対策部〕）は、市、防災関係機関及びその他の機関からの報告及び

自ら収集した情報等を整理して、消防庁へ報告する。また、必要に応じ、関係省庁及び関係

地方公共団体にも連絡する。 

ただし、通信手段の途絶により県に報告できない場合には、市は、直接消防庁へ報告する。

その後、県と連絡がとれるようになった場合は、県に報告する。  

（ウ）特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市

町は、住民登録の有無にかかわらず、市の区域内で行方不明となった者について、県警察等

関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握した者が、

他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村（外国人

のうち、旅行者などは外務省）又は都道府県に連絡する。 

 （エ）市は、住家の被害状況が、災害救助法適用基準の２分の１に達したとき  は、上記の即

報とは別に、住家等被害状況速報を県（消防防災課〔統括対策部〕）に報告する。 

 ウ 災害確定報告 

 被害状況等の最終報告であり、所定の様式、方法に基づき、応急対策を終了した後２０日以

内に報告する。報告の経路は、イのとおりとする。 

      

 

【連絡窓口】 

消防庁 

区 分 

回線別 

平日（９：３０～１８：１５） 

応急対策室 

左記以外 

宿直室 

ＮＴＴ回線 
ＴＥＬ ０３－５２５３－７５２７ ０３－５２５３－７７７７ 

ＦＡＸ ０３－５２５３－７５３７ ０３－５２５３－７５５３ 
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   県 

区 分 

 

回線別 

平日（８：３０～１７：１５） 

危機管理防災課 

（総括対策部） 

左記以外 

守衛室 

ＮＴＴ回線 
ＴＥＬ 

０９５２－２５－７３６２ 

(０９５２－２５－７１０７) 
０９５２－２４－３８４２ 

ＦＡＸ ０９５２－２５－７２６２  

 

(４) 防災関係機関等の協力 

  指定地方行政機関、指定公共機関等防災関係機関は、県及び市が行う災害情報の収集に積極的

に協力するとともに、自ら調査収集した災害情報について、努めて県及び市に通報又は連絡を行

うものとする。 

 

 

 

第５項 異常現象発見時の通報 

 

    市は、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者又はその発見者から通報を受けた警察

官から通報を受けたとき、又は自ら知ったときは、直ちに、県（消防防災課）、防災関係機関、佐賀

地方気象台に通報する。 

  

 １ 通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 通報を要する異常現象 

    崖地崩壊、異常出水、相当地域一帯の異臭 等 

 

  ３ 通報項目 

 ア 現象名 イ 発生場所 ウ 発見日時分 エ その他参考となる情報 

発見者 

警察官 

多久市 

防災関係機関 

佐賀地方気象台 

県（消防防災課） 


